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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

春日洋子議員の登壇を願います。

春日議員。

○１４番（春日洋子君） おはようございま

す。１４番公明党の春日洋子でございます。

通告の順に従い、質問してまいります。

はじめに、行政問題の１点目、防災行政無

線の音声案内についてお伺いします。

９月１日は防災の日、そして、８月３０日

から９月５日は防災週間でした。

近年、豪雨災害などの大規模災害が頻発し

ており、災害から住民の生命を守る防災・減

災に関する政策は、重要課題となっていま

す。折しも、大型の台風１０号は、九州を中

心に土砂災害や河川の増水、浸水が発生し、

死者、行方不明者が出るなどの甚大な被害を

もたらしました。被害に遭われた方々に、心

からお見舞いを申し上げたいと思います。

さて、本市においては、防災行政無線の音

達調査を実施するなど、これまで市民の皆様

への情報提供に努めてくださっていますが、

いまだに全く聞こえない、何を言っているの

か分からないなどの声が届いてまいりまし

た。

防災行政無線は、市民の皆様の生命、安全

を守るために必要な緊急情報を迅速にお伝え

するものであり、聞き逃した方々へのきめ細

やかな対応が必要ではないかと考えてまいり

ました。

そのような中、防災行政無線屋外スピー

カーから、放送が流れた内容が聞き取れな

い、もう一度放送内容を確認したい、このよ

うな要望にお応えするため、防災行政無線放

送を補完する情報伝達として、音声電話によ

り放送案内を確認できる電話音声案内サービ

スを実施している自治体があることを知り、

放送が聞き取りにくいとき、内容を確認した

いときには、有効な手段となるのではとの思

いに至ったところであります。

そこで、本市におきましても、聞き逃しを

防ぐためにテレホンサービスを導入し、市民

の皆様への正確な情報伝達に努めるべきと考

え、御見解をお伺いします。

次に、２点目のプラスチックごみ削減に向

けての取組についてお伺いします。

本年７月より、レジ袋の有料化がスタート

しました。ちまたでは、ごみ袋として二次利

用が可能なのにストックがなくなった、コロ

ナでエコバッグは不衛生、海洋ごみに占める

レジ袋の割合は僅かだなどの声も聞こえてい

るそうです。では、レジ袋有料化の真の狙い

はどこにあるのでしょうか。

近年は、クジラの胃からポリ袋が見つかっ

たり、ウミガメの鼻にストローが刺さるな

ど、プラスチックごみによる海洋汚染問題が

クローズアップされています。日本は、プラ

スチック生産量で世界第３位、１人当たりの

容器包装プラスチックごみ発生量で世界第２

位とされ、その責任は重大です。レジ袋のイ

ンパクトは小さいものですが、日常を通じて

消費者の意識を変える第一歩が期待されてい

ます。

さて、プラスチックごみによる深刻な海洋

汚染を食い止めるため、各国がプラスチック

ごみの排出量を削減する取組に力を入れてい

ます。日本においても、昨年５月にプラス

チック資源循環戦略を策定し、容器や包装と

いった使い捨てプラスチックごみの排出量を

３０年までに２５％削減することや、使用済

みプラスチック製品のリサイクル、再資源化

や再利用などを進め、３５年までに１００％

有効利活用するとの目標を掲げました。この

目標を達成するため、環境省と経済産業省
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は、７月２１日に、プラスチックごみの分別

をより簡単にし、リサイクルを促進するため

の方針を示しています。

そこで、本市においても、こうした国の動

きに呼応し、プラスチックごみ削減に向けて

具体策を策定すべきと考え、御見解をお伺い

します。

次に、３点目の多胎育児への支援について

お伺いします。

双子や三つ子などの多胎児を抱えた母親

は、出産後数か月は授乳と泣き続けることへ

の対応で、ほとんど睡眠時間が取れない状態

になることもあり、そのような状態に対して

自らＳＯＳを出すことができないこともある

と言われています。周りの人が関わる際に

は、大丈夫ですかではなく、疲れていません

か、眠れていますかなどの声がけにより、母

親の気持ちに寄り添うように努めることが大

切です。

同時に２人以上の妊娠、出産、育児をする

ことに伴う身体的、精神的な負担や経済的な

問題、社会からの孤立など、多胎児ならでは

の困難は計り知れません。このような背景か

ら、時期に応じて適切な支援や配慮を行うこ

とで、育児負担が大きく、孤立しがちな多胎

家庭での虐待予防にもつながるものと考えま

す。

国においては、２０２０年度予算に多胎妊

産婦への支援をはじめて計上し、外出の補助

や育児の介助を行う育児サポーターを派遣す

る事業を行うこととしています。

また、全国の自治体では、育児負担軽減の

ための支援策として、多胎児家庭向けホーム

ヘルパー派遣事業や、多胎児ファミリー健診

サポート、さらには外出支援のためのタク

シー券の支給をする事業をスタートした自治

体もあります。

そこで、子育て支援に大きな力を入れてい

る本市においても、多胎育児への支援に取り

組むべきと考え、御見解をお伺いします。

次に、４点目の新生児聴覚検査費の助成に

ついてお伺いします。

新生児聴覚検査は、出産後間もない赤ちゃ

んに難聴の疑いがないかを調べるための検査

であり、赤ちゃんが眠っている間に小さな音

を聞かせて、その反応の有無によって判定し

ます。

聴覚検査は、早期に発見し、できるだけ早

いタイミングで適切な療育につなげること

で、子供の発達やコミュニケーション力の育

成に大きな効果を期待することができること

から、１人も漏れることなく、全ての新生児

が聴覚検査を受けることが望まれます。

本市においても、比較的高い確率で検査を

受けていることを承知しているところではあ

りますが、公的助成をすることで、検診率１

００％を目指すべきと考えます。そこで、本

市における新生児聴覚検査費の助成について

御見解をお伺いします。

最後に、５点目の道路の異常を通報するシ

ステムの導入についてお伺いします。

広島県広島市や滋賀県大津市などでは、市

民の皆様が道路を安全に利用できるよう、穴

ぼこや陥没、段差、ひび割れ、側溝蓋の損

傷、街路樹の異常などを発見されたら、通報

をお願いしますと呼びかけています。両市で

は、電話やスマートフォン、パソコンからの

通報を依頼しており、一方、高知県四万十市

においては、スマートフォンのビジネス版

メッセージアプリＬＩＮＥを活用して通報し

ていただくシステムを導入されています。

四万十市では、昨年１１月から同アプリの

試験運用を開始されており、現地の画像や位

置情報などが詳細に送られてくることから、

迅速に把握する上で有効な手段として、今後

も同システムの運用改善などを進めていく方

針であるとのことです。

本市では、道路パトロール車でのパトロー

ルにより異常を発見、補修に努めてくださっ

ているものと承知していますが、特に冬期間

は除雪に関する通報が多くなることを考えま

すと、現地からの情報提供は、業務多忙の

折、僅かでも担当職員の負担が緩和されるの

ではないかと思います。
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そこで、安心・安全のまちづくりの一環と

しても通報システムを導入すべきと考え、本

市の御見解をお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの春日

洋子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） おはようございま

す。

ただいまの春日議員の御質問の行政問題の

１点目、防災行政無線の音声案内については

私から、そのほかにつきましては市民生活部

長及び建設部長からお答えをさせますので、

御了承願いたいと思います。

防災行政無線は、住民に対する緊急避難通

報や、気象警報等を迅速かつ的確に伝達する

ことを目的に設置されたものであります。防

災行政無線の放送後には、聞こえない、また

は聞き取りにくいなどの御意見をお受けする

ことがありますが、これらについては、音響

音達調査の結果を基に、機器の改修や屋外拡

声支局の新設、スピーカーの増設や角度調節

を行い、難聴地域の解消に努めてまいりまし

た。

近年の住宅は、気密性、遮音性に優れた構

造のものが多く、屋内にいる方には聞こえに

くくなることから、防災行政無線の内容を

「情報メール in 三沢」による電子メールで

の配信やマックテレビのデータ放送、三沢市

ホームページへの掲載など、様々な方法で情

報提供し、聞き逃した方への対応をしており

ます。

また、避難勧告等の災害情報については、

青森県が各市町村に整備している防災情報

ネットワークにより、報道各社へも同時配信

され、テレビのニュース速報で情報が伝達さ

れるシステムも整備されており、防災行政無

線の放送を聞き取れなかった場合でも、様々

な方法で災害情報等を御確認いただいている

ところであります。

御質問のテレホンサービスの導入につきま

しては、電話による防災行政無線の放送内容

を確認できるツールとしては非常に有効と考

えられますことから、現在整備中の防災行政

無線のデジタル化更新工事に併せて、電話で

放送内容を確認できる機器を整備し、テレホ

ンサービスの機能を備えてまいりたいと考え

ております。

今後におきましても、防災行政無線による

情報伝達につきましては、市民の皆様に正確

な情報を伝達できるよう、よりよい情報提供

の環境づくりを目指し、安心・安全なまちづ

くりに努めてまいります。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） 行政問題の

第２点目、プラスチックごみ削減に向けての

取組についてお答えいたします。

プラスチック製品は、軽く丈夫で利便性が

高く、食品の包装や飲料水の容器などに広く

使われる一方で、昨今、廃棄物処理や海洋流

出問題などにより、世界規模での環境汚染が

問題視されております。

政府では、これらの環境問題の解決に向け

て、様々な施策を実施、検討しており、その

一環として、できるだけごみ袋を少なくする

ことで環境問題解決の一歩となるよう、レジ

袋の有料化を本年７月１日から全国一律でス

タートいたしました。

さらに、国の有識者会議においては、現

在、家庭から出る様々なプラスチックごみの

回収区分が、自治体ごとに可燃ごみであった

り、不燃ごみであったりと取扱いが異なるこ

とから、今後については、容器の包装や文

具、おもちゃ製品などのプラスチックごみを

まとめて資源とする新たな区分を設け、その

リサイクルを推進するよう、全国の自治体に

一括回収を促し、２０２０年以降の制度開始

を目指すとしております。

当市におけるプラスチックごみの処理状況

につきましては、全国の大半の自治体と同様

に、プラスチックごみのうちペットボトルに
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つきましては資源ごみとして分別回収し、リ

サイクルを行っておりますが、その他のプラ

スチックごみについては焼却処分を行ってお

ります。

御質問の今後の取組方針につきましては、

現在、国の有識者会議で検討しております一

括回収やリサイクルの拡大など、国の示す具

体的な処理方針に合致するよう、他の自治体

の取組事例なども参考にし、調査しながら、

新たな適正処理の方策を検討してまいりたい

と考えております。

また、今後の循環型社会への構築に向けた

取組につきましては、地球環境を守り、未来

の子供たちに良好な環境を引き継ぐために

も、私たち一人一人が自分のこととして捉

え、ごみを減らすための活動として、リ

デュース、リユース、リサイクルの三つのＲ

を実践することで、これまでの生活様式を見

直すとともに、プラスチックごみの排出抑制

を図りながら、環境への意識改革のための啓

発活動を実践してまいりたいと考えておりま

す。

次に、行政問題の第３点目、多胎育児への

支援についてお答えいたします。

近年は、核家族化や地域の人間関係の希薄

化といった社会環境の変化も加わり、産前産

後の不安な時期に身近に相談する人もなく、

子育ての不安や負担感を抱える妊産婦が増加

傾向にあります。

当市におきましても、妊娠期からの切れ目

のない子育て支援を目指し、令和元年度に子

育て世代包括支援センターを設置し、母子保

健と子育て支援の連携の下、支援体制の構築

に努めております。また、今年度から、支援

が必要な産婦が、産後早期から助産師による

心身の専門的な相談と子育て支援を受けられ

るように、産後ケア事業として、ほっとママ

事業を開始し、より支援が必要な多胎産婦な

ども当該事業の対象とするなど、産婦を包括

的に支援しており、８月末現在では１２名の

方が利用しております。

国では、今年度から妊産婦等が抱える妊

娠・出産や子育てに関する悩みについて、助

産師といった専門家や子育て経験者、シニア

世代など、相談しやすい話し相手による相談

支援を行い、家庭や地域での妊産婦等の孤立

感を解消することを目的に、多胎児の育児経

験者による相談支援事業や多胎妊産婦サポー

ター事業を新たに創設しました。事業実施主

体は市町村となっており、事業を行う市町村

に対して費用の２分の１を補助するものとさ

れております。

これを踏まえ、当市といたしましても、こ

れまで実施している子育て支援事業の充実に

加えて、御質問の多胎妊産婦への家事援助や

日常生活のサポートなど、地域の実情やニー

ズに応じた子育て支援の充実を目指して、関

係機関と連携しながら新たな子育て支援事業

の在り方について検討をしてまいりたいと考

えております。

次に、行政問題の第４点目、新生児聴覚検

査費の助成についてお答えいたします。

新生児の聴覚障害は、早期に発見され、適

切な支援が行われた場合には、聴覚障害によ

る音声言語発達等への影響が最小限に抑えら

れることから、その早期発見と早期療育を図

るために新生児の聴覚検査が重要とされてお

ります。

現在の当市の取組といたしましては、厚生

労働省からの都道府県に出されている技術的

な助言に基づき、新生児聴覚検査の周知啓発

の活動に加えて、保健師と看護師による新生

児・乳児訪問の際、医療機関での聴覚検査の

実施状況について確認をしております。

新生児聴覚検査については、出産した医療

機関において入院中に検査が行われ、一般的

に２種類の検査がありますが、いずれの検査

におきましてもおおむね生後３日以内に初回

検査を行い、再検査となった場合は、おおむ

ね生後１週間以内に確認検査を行うこととさ

れており、早期に実施されることが推奨され

ております。

検査の結果、難聴の疑いがあれば、生後３

か月頃までに精密検査を行い、精密検査の結
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果、支援が必要と判断された場合の療育は、

遅くとも生後６か月頃までに開始されること

が望ましいと言われております。

当市の新生児聴覚検査の実施状況につきま

しては、令和元年度の出生数３３３名のうち

検査を実施した人数は２６４名、未実施３０

名、状況不明の方３９名となっており、７

９.３％が検査を受け、そのうち再検査と

なった割合は１.５％でしたが、精密検査の

結果は問題ありませんでした。

今後におきましても、妊娠の届出時や保健

師による妊婦訪問の際に、同検査の重要性を

説明し、受診を促すとともに、新生児の検査

実施率の向上に向けた体制を充実してまいり

たいと考えております。

当該検査は、結果に応じて早期に療育を開

始することにつながるもので、コミュニケー

ション能力を高め、生活の質の向上を目指す

という観点において大変有効であると認識い

たしております。このことから、検査費用の

助成につきましては、医療機関によって検査

料金は異なっているものの、県内他市町村の

動向等も注視しながら調査を行い、検査費用

の補助の実施に向けて検討してまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。

○建設部長（澤田 潤君） 行政問題の第５

点目、道路の異常などを通報するシステムの

導入についてお答えします。

現在、当市では、交通の障害や危険な箇所

などの道路等の異常については、市職員によ

る日々のパトロールや市民の皆様からの情報

提供を基に把握している状況にあります。約

３６６キロメートルにも及ぶ市道等の状況を

パトロールだけで全てを把握することは困難

であり、利用者である市民の皆様からの情報

提供は、安心・安全な施設の管理の観点から

も重要なものとなっております。

現在、市民からの情報は、直接御来庁いた

だくか電話やメールにより通報していただい

ておりますが、近年、スマートフォンの普及

に伴い、メールに代わるコミュニケーション

ツールの発達が目覚ましいことから、市とい

たしましても、スマートフォンの利用を意識

した新たな情報提供ツールの必要性を認識し

ているところであります。

当市では、今年６月に庁内に設置した三沢

市ＩＣＴ推進プロジェクトチームにおいて、

スマートフォンのアプリを使った道路等の異

常などの情報収集を行うシステムについての

検討の中で、福岡県福岡市などが一定の成果

を上げているとの情報があったメッセージア

プリＬＩＮＥを含めたＳＮＳ等の活用につい

て検討を始めたところであります。これらの

ＳＮＳの活用については、単に道路等の異常

などについて地域住民が気軽に通報できるだ

けではなく、市民に向けた情報発信など様々

な分野にも活用できることから、全庁的な活

用を視野に検討をしていく必要があり、先進

自治体での利用状況や費用なども含め、三沢

市に合ったシステムの構築に向けて、今後、

調査・研究を進めてまいりたいと考えており

ます。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） 先ほどの私

の答弁の中、行政問題の第２点目、プラス

チックごみ削減に向けての取組についての答

弁の中で、全国の自治体に一括回収を促し、

２０２０年度以降の制度開始と申し上げまし

たが、正確には２０２２年度の誤りでござい

ましたので、謹んで訂正をさせていただきま

す。大変御迷惑をおかけいたしました。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） 御答弁、ありがと

うございました。

それでは、質問順に再質問をさせていただ

きます。

最初に、行政問題の１点目でございます。

防災行政無線の音声案内について、市長よ

り前向きな答弁をいただきました。

この春は、特に私たちのこの市内に熊の目

撃情報が相次ぎ、加えて警察官を名乗る詐欺
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情報等もありまして、私の下にも、今の放送

は何を言ったのか全く聞き取れなかった、ま

た、熊の目撃情報に至っては、農作業をして

いる人には、そんな放送があったことさえ知

らなかった、本当に後から聞いた上でも、本

当に怖い思いである、そのような声が多数寄

せられたところでございます。

市長より、現在整備されていますデジタル

の更新工事に併せて音声案内、テレホンサー

ビスを導入していきたい旨の前向きな答弁を

いただき、市民の皆さんも大変このことは喜

んでいただけるものというふうに感じており

ます。

そうしますと、どうしても気になるのは、

このデジタル化の更新工事、現在進めてい

らっしゃることとは思っておりましたけれど

も、今後の見通しでございますけれども、お

よそこのテレホンサービスがいつ頃から導入

されるのか、イメージ的に今の状況、現段階

でお答えできる範囲の中でお聞かせいただけ

ればありがたいと思います。よろしくお願い

いたします。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（田面木るり子君） 再質問のテ

レホンサービスの導入時期についてお答えい

たします。

デジタル化に向けた防災行政無線更新工事

につきましては、工期を今年度令和２年度か

ら４年度までの３か年としております。令和

４年９月末で工事完了予定となりますことか

ら、テレホンサービスの運用の開始につきま

しては、令和４年１０月からの見込みとして

いるところでございます。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。大変朗報だと思います。どうぞよろ

しくお願いいたします。

次の再質問は、２点目のプラスチックごみ

削減に向けての取組についてお伺いいたしま

す。

先ほどの市民生活部長よりの御答弁の中

で、今後、三沢市としても、新たな環境への

意識改革のための啓発活動を実施してまいり

たいと考えている旨の御答弁がありました。

私も、もちろん私自身がその削減への意識、

また、行動を起こすことが大事ということは

常々感じておりましたけれども、いかにして

プラスチックごみの削減、これに向けて意識

を高めて、そしてお一人お一人が、御自身が

できることから実践していくということがま

ず基本であるというふうに考えておりまし

た。

そしてまた、今の新たな環境の意識改革の

ための啓発活動でありますけれども、現段階

では、具体に明確ではないかというふうには

承知しておりますけれども、現在、どういう

ような啓発活動をイメージして、今後、具体

な取組につなげていくのか、そんなふうなこ

とを今のこの時点でお答えできるものであり

ましたらお聞かせいただきたいと思います。

よろしくお願いします。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） ただいまの

再質問、啓発活動の具体的な策についてお答

え申し上げます。

当市では、現在、ホームページ上などで、

ごみの減量化、リサイクルなどに関する三つ

のＲ、先ほど申し上げましたけれども、その

実践をお願いしておりますが、プラスチック

ごみの資源化につきましては、これまで以上

にこの三つのＲに関心を持っていただくこと

が非常に大切であると考えております。

今回、国で方針を示したプラスチックごみ

資源化に向けた活動といたしましては、改め

てこの三つのＲを意識していただけるよう、

これまでの啓発活動に加えまして、市民の皆

さん、企業の方々、そして行政が一体となっ

てプラスチックごみ問題を考えるため、例え

ばパネル展ですとか、専門家を招聘しての講

演活動など、皆さんで意識共有できるような

活動を展開してまいりたいと、このように考
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えてございます。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。ぜひ、御期待申し上げます。よろし

くお願いいたします。

次の再質問は、３点目の多胎育児への支援

についてお伺いいたします。

たびたびではありますけれども、市民生活

部長からの御答弁にもありましたとおり、新

たな子育て支援事業についてサポーター事業

を行う市町村に対して、国は費用の２分の１

を補助する、こういう非常に、これは全国的

に日本の中でもここに力を入れていかなけれ

ばならないという、そういう視点での後押し

ではないのかなと、私なりに受け止めたとこ

ろでございます。ぜひ、国が後押しする事

業、そしてこの２分の１補助というのは非常

にありがたいものであるというふうに私は

思っているところであります。ぜひ活用すべ

き、活用していただきたいというふうに思っ

ております。

三沢市での多胎育児は、さほど多くはない

かもしれませんが、たまたま私の娘のお友達

が双子を出産して、育児中でございます。

そこで、再質問といたしましては、三沢市

の多胎児の状況はどのようなものであるの

か。そしてまた、これまで担当職員の皆さん

も、多胎児家庭、保護者の方からどのような

お声が届いて、そしてまた、そのお声に対し

てはどのように対応されてこられたのか、

ちょっと参考にお聞かせいただきたいと思っ

ております。よろしくお願いします。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） ただいまの

再質問、多胎児の出生状況及びこれまでどの

ような声があって対応してきたのかというこ

とについてお答えいたします。

私の手元の資料で過去３年分の出生状況が

ございますので、御紹介したいと思います。

平成２９年度は、妊娠届を出された３７１

件のうち２件でございました。平成３０年度

は、妊娠届３３３件のうち２件でございまし

た。令和元年度は、妊娠届３１９件のうち３

件でございました。いずれも双子のお子さん

で、おおむね年に２件から３件という状況に

なってございます。

続きまして、当市に届いた声についてでご

ざいますが、多胎児の育児には、妊産婦訪問

あるいは乳児訪問などの際に、家庭内での家

事、育児あるいは外出時の補助など、育児負

担についての相談を受けることがございまし

た。このうち、育児相談などは、当市のほっ

とママ事業で対応することとなりますが、外

出の補助や家事援助につきましては、現在当

市としては実施していないため、その希望者

には市内の一民間事業者で扱っている産前産

後サービスや市外のＮＰＯ法人などが行って

いるサービスを紹介しているところでござい

ます。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。

過去２件、３件であっても、やはり厳然と

御苦労されている方がいらっしゃるというこ

とを皆様にも御理解をいただけるものと思い

ます。市外のＮＰＯ法人、市外は近隣かと思

いますけれども、やはり三沢市にあってこそ

ということに尽きると思いますので、ぜひ今

後もまた検討を重ねていっていただければと

いうふうに思っております。

次の再質問は、４点目の新生児の聴覚検査

費の助成について再質問させていただきま

す。

私は、この新生児聴覚検査費でございます

けれども、詳しく聞いて回ったわけではあり

ませんで、これまでの私なりのイメージとし

て、検査費が５,０００円から６,０００円ほ

どなのかしらという思いでございましたけれ

ども、先ほど頂戴した御答弁の中では、医療

機関によって検査料金は異なっているものだ

ということでありました。そんなに違うのか
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なと思いながら答弁をお聞きしていたところ

でありましたけれども、現在、もし把握して

いる範囲で結構でありますけれども、市が現

在把握している検査料金が異なるというとこ

ろが非常に気になっておりまして、私は全額

であっても一部であっても助成はすべきだと

いう考えの下の今回の質問でございましたの

で、この際、医療機関のばらつきと申してい

いのか、検査料金は三沢市、また、もちろん

様々近隣の市であったり、また、県外里帰り

出産もされる方ももちろんいらっしゃるとい

うことになりますので、現在、市で把握して

いる検査料金はどの程度のばらつきがあるの

か、異なるのかということを知っている範囲

でお聞かせいただきたいというふうに思いま

す。

そしてまた、近年の、この３か年の、先ほ

どの質問の中で出生人数もお聞きしたところ

でありますけれども、場所ですけれども、三

沢病院、もちろん産婦人科がございます。今

申し上げたとおり、近隣の市町村、様々な御

事情で医療機関で出産をするわけですけれど

も、三沢市内、そして県内、また県外と様々

な出産場所が生じる。当然でありますけれど

も、この点、どの程度の割合になっているの

か、この機会にお聞かせいただきたいと思い

ます。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） ただいまの

再質問、聴覚検査の費用の差及び出産場所に

ついての御質問にお答えをいたします。

まずは検査費用の差につきましては、当市

の調べでございます。医療機関によって異

なっておりますが、三沢市の妊婦が受診して

いる主な県内の医療機関、検査費用はおおむ

ね２,０００円台から９,０００円台までと幅

がございまして、ちなみに市立三沢病院は

６,０００円ということで、いずれも全額自

己負担という状況にございます。

続きまして、出産場所でございますが、当

市で把握しているところでは、令和元年度に

おいて三沢市で出生届を出された３３８名の

出産場所、市立病院は１３６名で４０％、県

内の他医療機関で１６２名で４８％、県外の

医療機関では４０名で１２％という割合に

なってございます。

私からは、以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。

こんなにばらつきがあるということで私は

驚きました。やはり必要性を母子手帳の配付

のときに担当職員から妊婦によくよく説明を

してくださると思いますけれども、必要性を

認識しながらも、ちょっと経済的にためらう

方もいらっしゃると思います。そうなると、

本当にこの２,０００円から９,０００円とい

うものの差というのが非常に大きい。これは

ぜひ助成すべきというのを重ねて申し上げた

いと思います。よろしくお願いいたします。

最後に、５点目の道路の異常などを通報す

るシステムの導入について再質問させていた

だきます。

建設部長より、市道３３６キロ、この三沢

市も走ってみると本当に小さいまちのような

感じですけれども、非常に広く感じます。こ

ういう中で、職員の皆様が様々市民の皆様か

らの来庁、電話、メール等々で情報を頂き、

現地を確認の上、必要な手だてをしていただ

ける、大変な御苦労だと思っております。

現在は三沢市のＩＣＴ推進プロジェクト

チームで様々また検討されているということ

ではございますけれども、それでは私も折々

に市民の方からの要望等々で、よく土木課、

また、最寄りの担当部署にお伺いして、その

声を届けて改修に努めていただいておりまし

て、大変スムーズに行っていただいていると

いうふうに感謝を申し上げているところであ

りますけれども、この機会にお聞きさせてい

ただきたいのは、担当部署には年間を通して

様々な情報が寄せられている、その件数はお

よそどのぐらいの件数になるのか。ちょっと

頭に浮かびました。また、それらの多くの件
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数が寄せられていると思いますけれども、対

応はどのようにこれまでなされてきたのか。

この機会にお聞かせいただきたいと思いま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

建設部長。

○建設部長（澤田 潤君） ただいまの再質

問、道路等の異常に対する通報件数及びその

対応ということについてお答えいたします。

まず通報件数ですが、全体の件数といたし

ましては、平成２９年度で５６０件、平成３

０年度で６２６件、令和元年度が５２０件と

なっております。

令和元年度に関しますと、その内訳としま

して、来庁、それから電話、メール、市民か

らの通報があったのが３７３件、市の職員に

よるパトロールで発見した分が２５件、それ

以外の数字については、いろいろな機関と

か、町内会とか、そういうところからの情報

提供となっております。

また、今述べた数字には、除雪の通報件数

は入っておりません。除雪につきましては、

平成２９年が８７件、平成３０年度が３１８

件、令和元年度が１１１件となっておりま

す。

次に、その通報を受けての対応ということ

についてなのですが、まず土木課の職員が直

接その場所に現地確認に行きます。その状況

を見まして、危険度等を判断しまして、自分

たちで取りあえず穴埋めとか応急処置をする

場合とか、あとバリケードをしまして危険を

通知する場合、そのほかに業者を頼んで、工

事を発注してその中で処理するとか、実際に

職員が現地を確認した上で、状況に合わせて

種々の手当てをするという形で対応しており

ます。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、春日洋

子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

遠藤泰子議員の登壇を願います。

遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） ６番、遠藤泰子でご

ざいます。

通告に従いまして、手話言語条例、認知症

対策、職員採用について御質問いたしますの

で、よろしくお願いいたします。

手話言語条例につきましては、平成２９年

第３回定例会においても一般質問させていた

だきました。その時点の御答弁では、手話言

語に特化したものではなく、青森市の例を参

考にして、障害者全体の施策を盛り込んだ条

例を検討しているとのことでありました。こ

の結果、本年４月に三沢市障害のある人もな

い人も幸せに暮らせる共生のまちづくり条

例、いわゆる共生の心育む条例が施行された

ものと思います。

この条例は、障害者全体を網羅しており、

バランスの取れたよい条例であると思いま

す。しかしながら、この条例には、聾者に

とって手話は重要な独自の言語であることが

盛り込まれておらず、手話に対する理解の促

進、一般社会における手話の普及啓発が進ま

ないのではないか、また、市の責務も努力義

務であり、実効性に乏しいのではないかと危

惧しているところであります。

手話言語条例の制定につきましては、障害

者基本法に定められた、全ての障害者は可能

な限り、手話を含む言語その他の意思疎通の

ための手段について選択の機会が確保される

ということに鑑み、手話は言語であるという

認識の下、聾者と聾者以外の者が手話により

意思疎通を行う権利を尊重することが重要で

あります。

手話言語に関する以前の一般質問から３年

が経過いたしましたが、手話言語条例を制定

している自治体は、全国で当時の１０１自治

体から、現在では３５７自治体へと３倍以上

へと増加いたしました。本県においても、１

０市のうち当市と五所川原市を除いた８市が

既に制定しており、県においても、先般、全

国都道府県で２９番目の条例制定がなされ、

７月６日から施行されております。

現在、新型コロナウイルス感染拡大によっ
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て多くの方々が様々な不安を感じ、不便な日

常生活を余儀なくされておりますが、特に聾

者にとりましては、マスクの着用により、他

者の口の動きが読めない、マスクの壁が存在

しております。日々の意思疎通に大きな支障

を来していると伺っております。

前回質問した３年前とは、いろいろな面で

状況が変わっております。小檜山市長のリー

ダーシップの下、手話言語条例の制定につい

て前向きに進めるべきと考えますが、検討状

況についてお伺いするものであります。

次に、認知症対策についてお伺いいたしま

す。

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、行

事・イベントの中止、外出自粛など、様々な

活動が縮小し、生活が変化している中、認知

症を取り巻く状況は、身体機能の低下や認知

機能が低下するなどの影響が生じているとの

ことであります。

広島大学の調査によりますと、医療・介護

施設では３９％、在宅介護では３８％の方が

認知症に悪影響が出ており、特に認知症の症

状が悪い人ほど影響が大きいとのことであり

ます。日本認知症学会においても、認知機能

の悪化が４７％、意欲低下など行動心理症状

の悪化が４６％のほか、鬱症状や筋力の低下

が見られるとのことでありました。

当市の認知症対策においては、認知症サ

ポーター養成講座をはじめ、あんしんねっ

と、認知症地域支援推進員の配置、ほっと

ワーク見守り隊などの取組のほか、介護予防

講演会や認知症カフェなど、様々な対策を講

じてきているところでありますが、コロナ禍

にあって認知症サポーター養成講座やおれん

じカフェ・認知症カフェや寺子屋などの活動

が自粛、縮小を余儀なくされており、当市に

おいても認知症の症状悪化が懸念されるとこ

ろであります。

調査を実施した広島大学によりますと、認

知症を悪化させないための対策として、介護

施設ではオンライン活動やガラス越しの面会

に一定の効果があるほか、在宅の方は運動や

栄養に気をつけることが大切であるとしてい

ます。

新型コロナウイルスを取り巻く状況に先行

きが見通せない中、マックテレビのさらなる

活用や認知症サポーターの活動方法の工夫な

ど、当市の持つ社会支援を十分に活用する取

組が急務であると思っています。

認知症は、一度悪化すると改善が困難にな

ります。コロナ禍の取組は非常に困難である

とは理解しておりますが、対応が可能な限り

対策を講じるべきと考えますが、コロナ禍に

おける当市の認知症対策についてお伺いいた

します。

次に、人事行政について質問いたします。

平成３０年第４回定例会において、定年延

長、再任用制度などを踏まえた定員管理につ

いて一般質問いたしましたが、今回は職員採

用についての質問となります。

当市の今年度の一般会計予算では、人件費

は３８億１,１６５万２,０００円、一般会計

の予算額に対して１７.２％と大きなウエー

トを占めております。費用対効果を考えると

き、各種事業だけではなく、この人件費をど

う生かすかが重要であり、職員が活躍できる

組織づくりが三沢市の未来を左右することに

もつながっていくものと思います。

毎年３月、４月には、退職者と新採用者が

入れ替わりとなり、新体制での年度のスター

トとなるわけですが、業務に支障のないよう

に配慮されることはもちろんのこと、効果的

な人事によって職員の能力や資質が生かさ

れ、個々の成長とともに組織が活性化し、市

民福祉の向上につながるものと思います。

職員の定員管理については、年度ごとの職

員数の計画を作成しているとのことであり、

その計画数に基づいて退職者数及び再任用者

数を考慮の上、新規採用者数を決定するもの

と理解しているところであります。

さて、今年度の採用予定人員につきまして

は、広報みさわ７月号と８月号において試験

案内が掲載されており、一般事務大卒７人程

度、薬剤師３人程度、助産師または看護師１
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５人程度となっているほか、一般技術大卒、

消防士大卒、一般事務短大・高卒などの１０

の職種においては若干名と記載されておりま

す。毎年、このように募集されていることと

は思いますが、この若干名という記載では、

職種ごとに何人採用するのかが分からず、受

験者は戸惑うのではないかと思っています。

広辞苑によりますと、若干とは「それほど

多くはない、不定の数量。いくらか。そこば

く。」「多少。いささか。」とあります。定

まっていない少しの数ということでしょう

か。

先ほど申し上げた、若干名と記載された１

０の職種においては、それほど多くない不定

の数であり、結局のところ、今年度はトータ

ルで何人採用するのかが不明なのでありま

す。

採用試験を受けられる方々は、市役所職員

になるために、これまで努力されているもの

と思います。受験者にとっては、一生を決め

る大事な試験であるとともに、当市の将来を

担う優秀な人材を確保する機会でもありま

す。将来を見据えた綿密な年次計画を基に採

用者を決定し、選考することが市として最高

のパフォーマンスを発揮できる組織への道の

りだと思います。

人事行政の１点目の質問ですが、新採用の

募集に当たり、今年度の行政職と消防士の採

用予定数についてお伺いいたします。

また、年度ごとの職員数の計画数値につい

てお伺いいたします。

人事行政の２点目の質問は、社会人経験者

採用の意義についてでございます。

近年、多くの自治体において、社会人経験

者枠が設けられています。当市においても、

社会人経験者として、一般事務と一般技術に

分かれており、いずれも若干名の採用予定と

なっています。

民間企業においても、新卒採用とは別に社

会人経験者採用、いわゆる中途採用があり、

それぞれにメリットとデメリットがあるよう

です。民間企業における中途採用のメリット

として、即戦力になる、研修コストが抑えら

れる、自社にない知識やノウハウを導入でき

る、新卒者よりも失敗が少ないなどが挙げら

れております。

しかしながら、公務員の世界ではどうで

しょうか。建築士などの資格を有する一般技

術の募集については、業務上不足している即

戦力の人材を確保する目的もあると思います

ので理解するところでありますが、一般事務

において、民間企業のメリットに挙げられる

効果を期待できるのでしょうか。

当市においては、一般事務の社会人経験者

にどのような効果を期待しての募集であるの

かお伺いするものであります。御答弁のほ

ど、よろしくお願い申し上げます。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの遠藤

泰子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの遠藤議

員の御質問の福祉問題の１点目、手話言語条

例については私から、そのほかにつきまして

はそれぞれの担当部長からお答えをさせま

す。御了承願います。

聾者、つまり耳の不自由な方です。聾者に

とって、日常生活及び社会生活を営む上で重

要な言語である手話につきましては、平成１

８年に国連で決議された障害者の権利に関す

る条約、平成２３年に改正された障害者基本

法において、手話は言語であることが明記さ

れ、その後、各自治体において手話言語条例

の制定が進んでおります。

当市においても、平成２９年度から先行自

治体の事例等を調査・研究しながら、平成３

０年度には障害を理由とする差別の解消を目

的とする共生のまちづくり条例案の検討を開

始し、この条例の中に手話は言語であると位

置づけるなど、手話言語の確立に関する規定

を盛り込む方向で検討を進めておりました。

しかしながら、条例検討委員会及び三沢ろう

協会から、手話言語条例については独立した

条例とすべきとの意見があり、その意見を反
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映させた結果、本年３月に三沢市障がいのあ

る人もない人も幸せに暮らせる共生のまちづ

くり条例を先行して制定することとなったも

のであります。

手話言語条例につきましては、現在、三沢

ろう協会などの関係団体と意見交換を重ね、

素案の作成作業中にありますが、条例の内容

といたしましては、手話が聾者にとって日常

生活及び社会生活を営む上で重要な言語であ

るとの認識に基づき、手話についての理解の

促進及びその普及に関し、三沢市の基本理念

を定め、市の責務並びに市民及び事業者等の

役割を明らかにするとともに、手話に関する

市の基本的施策を定めるものとなっておりま

す。

今後は、障害者支援団体からの意見聴取や

パブリックコメントを経て、今年度中に条例

を制定したいと考えております。

共生社会の実現のためには、手話は音声言

語と並ぶ言語であり、聾者により大切に受け

継がれてきた文化的所産であること、また、

聾者と聾者以外の者が手話を介して相互に人

格と個性を尊重されるべきということを市民

一人一人が理解し、社会全体で共有すること

が重要であります。

市といたしましては、手話言語条例制定を

機に、共生社会実現のため、手話に対する理

解促進やその普及に一層努めてまいりたいと

考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 福祉部長心得。

○福祉部参事兼福祉部長心得兼生活福祉課長

（篠田浩一君） 福祉問題の第２点目、認知

症対策についてお答えいたします。

現在、高齢化に伴う認知症の増加に対する

取組は、世界共通の課題となっており、認知

症の方ができる限り地域のよい環境で、自分

らしく暮らし続けることができる社会の実現

を目指し、令和元年６月、国は認知症施策推

進大綱を策定いたしました。その中で、運動

不足の改善、生活習慣病の予防、社会参加に

よる社会的孤立の解消は、認知症予防に有効

とされており、地域において高齢者が身近に

通える場の拡充を図ることを重要施策の一つ

としております。

そのため、当市におきましても、認知症の

方や家族の情報共有の場となる認知症カフェ

や高齢者の生きがいづくり活動の場となる寺

子屋など、集える場への支援を積極的に行っ

てきたところでございます。

しかし、新型コロナウイルス感染拡大に伴

い、高齢者が外出を差し控えることにより、

身体機能や認知機能の低下、認知症への移行

や病状の悪化など、健康への影響が懸念され

ているところでございます。

そのため、現在のコロナ禍において、市で

は、安心して自宅でできるストレッチや筋力

トレーニングなどをマックテレビで紹介して

おり、例年、公会堂を会場に開催しておりま

した介護予防講演会につきましても、今年度

はマックテレビの活用を検討しているところ

でございます。

また、検温やマスク着用、手指消毒を促

し、健康状態や連絡先の確認を行うなど、新

しい生活様式に合わせた感染拡大防止策を講

じた上で、認知症カフェや寺子屋などの集い

の場の活動については、徐々に再開を進めて

おります。

今後におきましても、閉じ籠もりから生じ

じる認知症発症と重症化を防ぐために、マッ

クテレビや広報などを通じて、運動と健康に

関する正しい知識の普及啓発に取り組むこと

により、認知症の方及びその家族が希望や生

きがいを持ち、安心して暮らせる地域づくり

を目指してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（田面木るり子君） 人事行政に

ついての御質問の第１点目、職員採用につい

てお答えいたします。

当市の職員採用試験案内につきましては、

募集人数が１名から２名の場合には若干名、

３名以上の場合には実人数を明記して募集し

ており、今年度の募集案内も例年同様の表記
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としております。

また、年度ごとの職員数につきましては、

三沢市定員管理計画を策定し、持続可能な財

政運営と安定した行政サービスを提供するた

めに、中長期的な視点での職員数の適正化を

図るとともに、職員一人一人が新たな課題や

困難な課題に取り組める組織体制の強化に努

めており、現在は平成３０年度から令和４年

度までの５年間の計画で取り組んでいるとこ

ろであります。

定員管理計画における数値は、病院以外が

４７０人、病院は２９０人としており、数値

には正職員のほか、フルタイムの再任用職員

が含まれております。

なお、定員管理計画では、行政職、消防士

といった区分はありませんが、消防職員の人

数につきましては、三沢市職員定数条例で定

めております１１０名としているところであ

ります。

この定員管理計画に基づき、採用試験にお

ける採用人数については、定年退職者、早期

退職者、再任用の希望等を踏まえつつ、全職

員数が数値目標の範囲内になるよう決定して

いるところであります。

以上でございます。

次に、人事行政についての御質問の第２点

目、社会人経験者採用の意義についてお答え

いたします。

当市では、社会人経験者を対象とした採用

試験を平成２８年度から実施しているところ

であり、一般事務及び一般技術の二つの職種

を募集しております。受験資格は、両職種と

も年齢制限を設けているほか、社会人経験年

数を５年以上としており、必要に応じて有資

格であることを条件としているものもありま

す。

御質問の社会人経験者採用の意義について

でありますが、即戦力としてはもちろんのこ

と、一般技術のように有資格者の不足を確保

するという目的に加えて、民間企業等での職

務経験を通して培われた能力を市政に生かす

とともに、異なる組織での職務経験により、

当市の組織活性化を図ることを目的として実

施しているところであります。

実際に、これまでに社会人経験枠で採用と

なった職員は、前職で培ったスキル、コミュ

ニケーション力及び接遇等、それぞれが置か

れた立場において能力を発揮し、職場の活性

化が図られているものと認識しております。

今後におきましても、職種にとらわれず、

優秀な人材の確保に向けて尽力してまいりま

す。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） 御答弁のほど、あり

がとうございました。

まずはじめに、質問順に再質問させていた

だきます。

１点目の手話言語条例については、これま

での検討なされた結果を踏まえた上で、小檜

山市長より今年度中に施行予定という心強い

お言葉、御答弁をいただきましたので、あり

がとうございます。障害者に優しいまちづく

りを目指している思いというのが、大変よく

伝わりました。ぜひとも、形だけではなく、

実効性のある施策にしていただきたいなと

思っておりますので、再質問はありません。

ありがとうございます。

続いて、２点目の認知症対策についてです

が、福祉部長心得より現在の状況について御

説明いただきました。

認知症というのは、今やっている事業とし

ては、認知症カフェも福祉センターに場所を

変えて再開したということもお聞きしており

ます。あと、認知症サポーターについても、

これから再開していくということも聞きまし

た。

あと、運動についても、講師を依頼して、

マックテレビを活用して放送しているという

ことではありましたが、実は私もちょっとそ

こをよく分かっていなくて、それについて

も、外出自粛によって運動不足を解消するた

めに取り組まれているということは理解しま

したけれども、実際、自宅で運動してほしい
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という思いというのはなかなか伝わらないの

ではないかなと思っています。マックテレビ

では放送しているものの、実際に家庭で運動

につながっているのか。調査したかは分かり

ませんけれども、せっかくやるのであれば、

一歩踏み込んだ取組が必要ではないかと思い

ます。そして、それを周知する方法ももっと

工夫してやる必要があるのではないかと思い

ます。

例えば、朝６時、運動不足解消、コロナに

負けるな、三沢元気体操をやりますと老人ク

ラブとか、寺子屋とか、いきいきデイセン

ターとか、学校のリーダーに周知のお願いを

するとか、そのような周知の仕方も大切では

ないかなと思っています。

そこで、これらの認知症対策をこれからま

だ行っていく上で、改めてどのように周知し

ていくのかお伺いしたいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

福祉部長心得。

○福祉部参事兼福祉部長心得兼生活福祉課長

（篠田浩一君） それでは、再質問の認知症

対策の周知方法についてお答えいたします。

まず、周知方法につきましては、市の広報

誌やホームページ、そしてマックテレビなど

でお知らせはしております。また、認知症カ

フェのチラシを作成しておりますので、これ

まで御参加いただいた方には個別で案内して

おります。また、関係機関にも配布するな

ど、周知を図っているところでございます。

寺子屋などの集いの場につきましても、個別

に御案内をしているところでございます。

介護予防講演会は、これからマックテレビ

で放送するのですが、それにつきましても、

市の広報誌やマックテレビ、そして公共施設

やスーパーなどにはポスターを掲示するなど

して周知を図っているところでございます。

そして、運動不足の改善などを図るため

に、自宅でできるストレッチや筋力トレーニ

ングを放送している件につきましても、ホー

ムページやマックテレビの文字放送などでお

知らせをしております。

今後につきましても、さらに有効な周知方

法を検討しまして、コロナ禍の影響によりま

す認知症の重症化を防ぐためにも、情報発信

をしてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） いろいろと周知をし

ているという御答弁いただきましたけれど

も、まだ若干、こちらのほうの寺子屋とか、

いろいろなところにはまだその連絡が届いて

いないところもあったので、今後はいろいろ

な形で、本当に必要な人とかやってほしい

人、そういう人たちに情報が届くような周知

の仕方をしていただきたいと思います。再々

質問はありません。

次に、人事行政の職員採用についてであり

ますけれども、職員採用の中で、募集人員の

若干名というところの表記についてなのです

けれども、先ほど部長のほうから１から２名

ということでのお話を聞いておりましたが、

聞き取りの際、若干名というのはゼロから２

名ということでお聞きしておりました。極端

に言えば、若干名の募集とされている１０の

職種については、全く採用しないということ

もあり得るのかなと、聞き取りのときにそう

いうふうに聞いていましたので、そう考えた

のと、あと、３名以上にはならないというこ

とでの理解でよろしいでしょうか。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（田面木るり子君） 御質問の若

干名についてですけれども、１名から２名、

それ以上にはならないのかという御質問でご

ざいました。

若干名を１名から２名とはしております

が、それぞれの状況によりましても、また調

整が入らなければならないという場面もある

かと思います。そこは、やはり総合的に新採

用の全体的な人数、そこに合わせた形で、状

況に応じて調整しなければならないこともあ

り得るということで申し上げておきます。

○議長（小比類巻雅彦君） 遠藤議員。



― 22 ―

○６番（遠藤泰子君） 三沢市として、若干

名という表記が１名から２名とかというのに

ついては、一般的には大変分かりにくい。若

干名とは何名なのかというところが分かりに

くいのではないかと思います。

そこで、例えば、以前、中央地区の町内会

の連合会の総会において、役員を決めるとき

に、会則では理事若干名となっていて、その

若干名というのは何人なのかと確認したとこ

ろ、たまたまそのときは１１名だったのです

けれども、１１名というところの数は若干名

にふさわしくないということで、改正された

ということがあります。なので、若干名とい

う表記はとても流動的で、便利な表記だとは

思うのですけれども、その場面場面によって

は捉え方がすごく様々で、異なって、受験さ

れる方にとっては分かりづらいのではないか

なと思います。

これから、若干名という表記が、例えば１

名から２名ということで決まっているのであ

れば、１名とか２名とかという表記に見直す

考えはないのでしょうか。伺います。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（田面木るり子君） 若干名の表

記について見直す考えはないかということに

お答えいたします。

一、二名と申しますのも、一、二名程度と

いうような考え方を持っておりまして、そち

らにつきましては、今後どのような表記がよ

ろしいのかというところも含めまして調査し

てまいりたいと考えております。

○議長（小比類巻雅彦君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） ありがとうございま

す。先ほどお話ししたように、捉えるとか見

る人、受験する側がある程度分かりやすいよ

うな形で、程度というのであれば、何名か上

限あります……。

○議長（小比類巻雅彦君） 遠藤議員、再々

質問はもう終わっています。

○６番（遠藤泰子君） ということで、考え

ていただけるということで了解しました。

次に、もう一つ、社会人経験者採用の意義

ですけれども、即戦力になって効果が期待で

きるということで理解しました。これまでも

一般経験者、社会人経験者を採用したと思う

のですけれども、その中で特にこのような一

般社会人としての評価が得られたという、も

し事例がありましたらお答えお願いします。

○議長（小比類巻雅彦君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（田面木るり子君） 社会人枠と

して採用いたしまして、メリット、効果とし

て認められた事例ということでお答えいたし

ます。

平成２８年度ですけれども、その際は資格

を社会福祉士、社会福祉主事、あと、簿記検

定１級というふうな資格を有する方、そして

即戦力として働いていただける方ということ

で募集しましたところ、この募集に３名の社

会人枠の職員が入ってまいりました。どの職

員におきましても、置かれた職務におきまし

て、とてもリーダー的な仕事を発揮されてお

りました。能力のところも活用させていたと

いうところです。即戦力として働ける人材の

確保、民間企業等での職務経験により、組織

活性化を図る目的としては果たされたものと

いうふうに考えております。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、遠藤泰

子議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時３３分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（瀬崎雅弘君） 議長を交代いたし

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

佐々木卓也議員の登壇を願います。

佐々木議員。

○８番（佐々木卓也君） 市民クラブの佐々

木卓也でございます。通告に基づきまして、
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一般質問をさせていただきます。

まずは、第１点目の三沢市の観光復興への

取組についてでありますが、本題に入る前

に、三沢市のこれまでの新型コロナウイルス

感染症予防対策及び打撃を受けた地域経済復

興対策等の取組に対しまして、敬意と感謝を

申し上げます。併せて、早期のワクチン、治

療薬の開発を願うばかりであります。

新型コロナウイルス感染症は、地域に甚大

な打撃をもたらしています。市は、これまで

様々な対策を講じてこられましたが、現在取

り組まれているプレミアム付飲食券は、市民

への経済的メリットをもたらすとともに、飲

食業への需要喚起により、関連する業種への

波及効果も期待される事業であります。

さて、関連業種への波及効果が大きいとい

う意味では、観光も裾野が広い産業でありま

す。私は、新型コロナウイルス感染症拡大に

より大打撃を受けた市内経済を復活させるた

めに、最も効果的なものの一つが観光の復興

であると考えています。

観光は、様々な産業が担っています。旅

館、ホテルなどの宿泊業、農林水産業、飲食

業、製造業、航空や鉄道、バス、タクシーな

どの運輸業、テーマパークなどの観光施設、

土産店などの小売業、旅行サービス業などが

あり、これら業種の復興は、ひいては大きな

雇用にもつながるものと考えています。

そこで、観光復興のため、コロナ禍にあっ

ても、感染予防のガイドラインを実践しなが

らウィズコロナ、アフターコロナへの対応に

今からしっかり取り組んでいかなければなら

ないと思います。

政府は、感染拡大防止と経済回復の両立を

目指し、６月１９日に全都道府県をまたぐ移

動を解禁し、需要喚起策「Ｇｏ Ｔｏ トラ

ベル」キャンペーンが７月２２日から始まり

ましたが、お盆の帰省については、政府は一

律の自粛を求めない考えを強調した上で、十

分な対策が取られない場合は慎重に行動する

よう促した、新型コロナウイルス感染症対策

分科会の提言を踏まえ、個別に判断してほし

いとしました。

帰省を巡っては、東京都の小池知事が自粛

を求めた一方、対策を講じれば問題ないとす

る首長もいました。新聞報道では、東北６県

のお盆期間の宿泊施設利用状況は新型コロナ

ウイルスの感染が再び広がったことから、各

県とも県内の宿泊客が中心で、域外からの帰

省や旅行客が低調だったという内容でありま

した。

そこで、三沢市の今後の観光戦略について

お伺いします。

観光については、まずは市内観光や近場１

時間ぐらいの域内での旅行を楽しんでもら

う。これは、スモールツーリズムあるいは

ショートトリップ、最近では近場の魅力の再

認識により、日本人による国内旅行への回帰

を喚起するものとして、星野リゾート代表の

星野佳路氏が提唱したマイクロツーリズムな

どと言われています。そして、その次に県内

からの旅行で宿泊を楽しんでもらうという流

れになってくるのではないかと思います。市

内観光では、市民が三沢市のよさを再発見す

ることにより、新たな情報発信にもつながっ

ていく可能性も生まれてくると思います。

新型コロナウイルス感染症の世界的な収束

が見通せない状況の中、インバウンドよりも

国内、まずは近隣、県内、そして近県からの

誘客をターゲットに観光戦力を練り直してい

かなければなりません。常に発想し続け、収

束後にこれまで以上のプラスを目指すために

も、今から、このような時期だからこそ観光

資源や観光ルートの磨き上げ、食や自然、歴

史、体験などを活用した組合せによる三沢市

ならではの魅力やより強い観光の推進体制の

創造など、新しい取組を模索しながら観光戦

略を打ち立て、観光復興による地域の再活性

化を目指していかなければならないと考えま

すが、市の御見解をお伺いします。

続きまして、三沢駅や三沢空港、そして三

沢市につながる道路への歓迎看板設置につい

てお伺いします。

三沢市には、陸の玄関口の三沢駅が、そし
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て空の玄関口の三沢空港があり、三沢駅に

は、改札口を出て左側通路に「異国情緒あふ

れるまち三沢市へようこそ Ｗｅｌｃｏｍｅ

ｔｏ ＭＩＳＡＷＡ」の文字と主な観光施

設の写真を載せた看板があります。三沢空港

には、駐車場を出て市内に向かう道路から見

やすい位置に「Ｗｅｌｃｏｍｅ ｔｏ ＭＩ

ＳＡＷＡ」の歓迎モニュメントがあります

が、駅の看板は小さく、インパクトも弱く感

じます。

また、三沢市は、鉄路、空路のほか、西

側、南側、北側は近隣市町村と国道３３８

号、県道三沢七戸線、県道三沢十和田線、県

道八戸野辺地線などの道路でつながっていま

す。

そこで、駅の改札や空港の到着ロビーを出

た瞬間に、そして車移動で三沢市に入った瞬

間にウエルカムの雰囲気が漂い、来訪者をお

もてなしの心でお迎えするという三沢市、そ

して三沢市民の気持ちが伝わるような歓迎看

板を設置することも、観光振興に大きく寄与

すると思いますが、市の御見解をお伺いしま

す。

続きまして、三沢駅前交流プラザみーくる

の活用による観光ＰＲについてお伺いいたし

ます。

三沢駅前広場整備事業により、三沢駅前交

流プラザみーくるが完成し、６月には地場産

品の自動販売機が設置されました。８月７日

には、みーくる内のとうてつ駅そばが開店

し、短時間利用の駐車場や市道駅前広場線も

完成し、一連の三沢駅前広場整備事業はハー

ド面は完結となりましたが、今はコロナ禍の

真っただ中で、人が多く集まるイベントなど

は自粛され、オープニングセレモニーが中止

されるなど、みーくる内は、広い空間の中

に、ソーシャルディスタンスを確保した椅子

にスマホに見入る生徒たちや、駅そばへの来

店客を見かけるだけであります。

そのような中ではありますが、協働のまち

づくり市民提案事業に中高生チャレンジ事業

として採択された、ものづくりスペース教室

の体験型イベントが８月２９日にみーくる内

で開催されたことは、大変喜ばしいことと

思っています。

市長は、三沢駅前広場オープニングセレモ

ニー中止をお知らせする文書に、駅の利便性

向上と駅周辺の活性化に努めていくことに言

及しておられました。館内には、観光案内所

も併設されていますが、この広い空間を何と

か観光活性化のために使えないものかと考え

るところであります。

そこで、一つ提案したいのが、少年時代を

この地で過ごした寺山修司の活用でありま

す。寺山修司は、三沢市の大きな観光資源で

あり、もっともっと効果的に活用する必要が

あると思っています。

マニアの中では、今も寺山修司ブームは続

いています。根強い人気があり、日本中、い

や世界中に寺山マニアがいることをネット等

により知ることができます。そして、さらな

る寺山ファンの発掘につなげるため、駅の持

つまちの顔としてのシンボル機能や、多くの

人々の集散と滞留による交流機能を生かすべ

きだと考えています。

寺山修司がこういうところで育ったという

昔の駅周辺や古間木地区の写真、寺山修司関

連の写真をパネルにして、通路や待合スペー

ス、地場産品紹介スペースに展示し、寺山修

司記念館の分館的なスペースを作り出す。写

真等は市民の協力を得て提供してもらうこと

などにより、市民の駅や三沢市を活性化させ

るという機運醸成にもつなげることができ、

一石二鳥の効果が期待できます。また、寺山

修司記念館の協力も得ることにより、観光客

を寺山修司記念館にいざなうような、より効

果的な取組ができるのではないかと思いま

す。

駅が新しくなったというだけで終わらせな

い、来訪者を素通りさせない、滞留、素通り

させずに立ち止まってもらうことで、駅が来

訪者を市内観光施設へいざなうという、その

出発点を担うという形を作っていかなければ

ならないと思います。滞留人口の増加は、駅



― 25 ―

周辺の活性化にもつながっていきます。

寺山修司を三沢市の観光に生かすととも

に、三沢市が誇る観光施設や市内イベントな

どの公募による写真展などのみーくるでの開

催を通して観光ＰＲにつなげていくべきと考

えますが、市の御見解をお伺いします。

一般質問の第２点目、地球温暖化対策の推

進についてお伺いします。

東は太平洋、西は小川原湖と接する三沢

市。すぐそばにはネーチャーワールドが広が

り、小川原湖や大小の沼には、南限北限の珍

しい植物や野鳥、トンボなどの昆虫類が生息

し、市の北部にある仏沼は、世界的に重要な

湿地としてラムサール条約に登録され、国際

的に希少性の高い野鳥オオセッカが繁殖する

など、豊かな自然に恵まれています。

新聞報道によれば、三沢市在住の青森自然

誌研究会会員の安藤一次さんが執筆したリ

ポート「青森県小川原湖沼群と三沢市周辺地

域のトンボ類」が本年３月発行の同会の会誌

青森自然誌研究２５号に掲載されたという記

事で、三沢市の仏沼や小田内沼、おいらせ町

の間木堤、六ヶ所村の鷹架沼など、３市町村

に及ぶ広いエリアで１９８７年から２０１８

年までの長期間にわたり、既存の文献調査や

御自身で撮影した写真などの記録をまとめた

もので、６２種のトンボが確認されたことを

紹介し、この地域が多種多様なトンボが生息

する楽園だということを記録にとどめたいと

の思いが込められているという内容でありま

した。

安藤さんは、記録に残したのはトンボが生

きられる自然環境の大切さを理解してほしい

から、記録が保全に向けた将来の対策につな

がればうれしい。そして、近年、青森県の最

重要希少野生生物のＡランクに指定されてい

るカラカネイトトンボなどの希少生物がいな

くなってきているのは、地球温暖化による湿

地の乾燥化が影響していると話していまし

た。

環境大臣の国民に向けたメッセージに、地

球温暖化は、私たち人類や全ての生き物に

とって生存基盤を揺るがす気候危機と表現す

るべき事態と考えているとありました。令和

２年版環境白書には、気候変動時代における

私たちの役割として、政府、自治体、企業、

私たち個人による脱炭素型、自立分散型の社

会づくりに向けた具体的な取組などについて

記載されています。

青森県地球温暖化対策推進計画では、「地

域から地球温暖化対策に貢献し、今後ともあ

らゆる主体の連携・協働により地球温暖化対

策を推進していく上で、国の対策・施策にも

呼応した目標として２０３０年度の温室効果

ガス排出量を２０１３年度比で３１.０％削

減することを目指します」としています。

温暖化には、これ以上気温が上がらないよ

うに決められた世界共通の長期目標がありま

す。その長期目標で示されている具体的な温

度上昇抑制の目安は、世界的な平均気温上昇

を産業革命前１８８４年に比べて２度以下に

抑えることを目標とし、１.５度以下に抑制

することを努力目標とするとされており、２

０１５年にフランス・パリで開かれた気候変

動枠組条約締約国会議ＣＯＰ２１においてパ

リ協定として採択され、２０２０年以降の地

球温暖化対策に関する国際的枠組みが定めら

れました。

温暖化の現状として、国連気候変動に関す

る政府間パネルの報告書によると、観測事実

は次のとおりとされています。

温暖化については疑う余地がない。その根

拠として、１８８０年から２０１２年におい

て、世界平均地上気温は０.８５度上昇、最

近３０年の各１０年間の世界平均地上気温は

１８５０年以降のどの１０年間よりも高温。

つまり、パリ協定で定められた数値に対し

て残されている温度上昇幅は、長期目標２度

ラインまであと１.１５度、努力目標１.５度

ラインまであと０.６５度しかありません。

危険ラインの２度は、人間が何とか自然と共

存して耐えられる限界レベルと言われてお

り、極めて危険な状態です。

気候変動による将来の分野別リスクの主な
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ものとして、沿岸低地では、海面上昇で高

潮、洪水が増え、適応策なしでは数億人が移

住を迫られる。健康分野では、熱波や食料不

足による病気、死亡の可能性増大。生態系で

は、地上湛水域で絶滅の可能性が高まる生物

種も。海洋生態系喪失による漁業への打撃。

海洋は、人為起源の二酸化炭素の約３０％を

吸収して、海洋酸性化を引き起こす。

ここで、本年６月１７日の東奥日報の記事

を紹介します。

海洋酸性化は、大気中の二酸化炭素の濃度

が高くなることが引き金となり、海に溶け込

む二酸化炭素の量が増え、その結果、海水の

酸性度が高まり、貝やエビ、プランクトンな

どが殻を作ることが難しくなり、さらに進む

と殻が溶けてしまうという。酸性化も温暖化

も、その影響が遠い先のことではなく、今、

我々の目の前で起こり始めている。酸性化を

食い止めるには、我々が出す二酸化炭素の量

を大きく減らすしか手だてはないと記事は伝

えていました。

そして、大型台風や豪雨の頻発化などであ

ります。このように、地球温暖化に伴い、人

類存続に関わる深刻なリスクが発生するので

す。

人と自然が共生できる持続可能な地球を将

来世代に残していくため、私たちは今できる

ことから始めていく必要があると考えていま

す。地球温暖化対策の推進に関する法律で

は、都道府県及び市町村は、その区域の自然

的、社会的条件に応じて、温室効果ガスの排

出の抑制等のための総合的かつ計画的な施策

を策定し、実施するよう努めるものとすると

されています。

このような状況の中、地方公共団体の脱炭

素化に向けた２０５０年ゼロカーボンシ

ティ・二酸化炭素排出実質ゼロ表明という取

組があります。ここで、排出実質ゼロとは、

二酸化炭素などの温室効果ガスの人為的な発

生源による排出量と森林等の吸収源による除

去量との間の均衡を達成することでありま

す。

日本の自治体による２０５０年までのゼロ

カーボンシティ表明は、２０１９年９月時点

で４自治体のみでありましたが、本年８月６

日時点で１５１自治体となり、その人口の合

計は総人口の半数を超える約７,１１５万人

になったということであります。

そこで、三沢市のゼロカーボンシティ表明

についてお伺いします。

三沢市は、地球温暖化対策の取組として、

ホームページ等を活用した情報発信を行って

いますが、さらに一歩進め、ゼロカーボンシ

ティを表明することで、市民、事業者と協働

した取組の検討や、二酸化炭素削減につなが

る暮らし方や事業活動の周知など、市民・事

業者と目指すべきゴールを共有した取組が進

められることから、より実効性が高まってい

くと考えるところであります。市の御見解を

お伺いします。

次に、市役所へのＥＶ・電気自動車充電ス

タンド設置についてお伺いします。

エネルギー制約の高まりや地球温暖化対策

の観点から、日本は国において２０３０年ま

でに乗用車の新車販売に占める次世代自動車

の割合を５割から７割とすることを目指すこ

ととしていますが、２０１７年の実績では３

６.４％となっており、電気自動車・ＥＶや

プラグインハイブリッド自動車・ＰＨＶなど

の普及が余り進んでいないという状況の中、

次世代自動車のさらなる普及を促進し、運輸

部門における二酸化炭素排出抑制や石油依存

度の低減を図るため、充電インフラの整備を

加速する必要があると言われています。

日本国内では、２０１８年時点で、急速充

電器７,６８４台、普通充電器２万２,２８７

台、合計２万９,９７１台となっています。

ちなみに、青森県内では、令和元年９月１日

現在、県庁、弘前市役所、十和田市役所や道

の駅みさわ斗南藩記念観光村などを含め、急

速充電器７９台、普通充電器２７１台、合計

３５０台が設置されています。

充電インフラを十分整備することで、電気

自動車等の普及につなげていかなければなら
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ないと考えるとともに、市民への啓発、併せ

て来訪者の受入れ環境の充実にもつながるこ

とから、市役所へのＥＶ充電スタンド設置に

ついて、市の御見解をお伺いします。

以上で、私の一般質問を終わらせていただ

きます。御答弁のほどよろしくお願いいたし

ます。

○副議長（瀬崎雅弘君） ただいまの佐々木

卓也議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの佐々木

議員の御質問の三沢市の観光復興への取組に

ついての第１点目、三沢市の今後の観光戦略

については私から、そのほかにつきましては

副市長並びに経済部長からお答えをさせます

ので、御了承を願いたいと存じます。

当市では、三沢基地が所在することで生ま

れた人的交流や文化、食、景観などをはじ

め、豊かな自然、良質な農畜水産物、特色あ

る観光施設やイベントなど、多彩な観光資源

を生かしながら、インバウンド対策など、

様々な観光事業に取り組んできたところであ

ります。しかしながら、新型コロナウイルス

感染症の世界的な流行により、これまでの生

活が一変し、今までの取組では誘客が困難な

状況にあると認識しております。

御質問のとおり、新型コロナウイルス感染

症が収束する見通しが立たない現状では、国

内の需要、特に近隣での旅行需要に対応して

いかなければならないと考えております。

当市には、小川原湖の自然を生かしたカ

ヤック体験やキャンプ、ワカサギ釣り、道の

駅みさわでの乗馬体験等の屋外で楽しめるア

クティビティが充実しております。これら

は、屋外かつ比較的少人数で楽しめるもので

あり、コロナ禍にあって非常に有効な観光素

材であると考えております。

また、近隣１０市町村で構成する上十三・

十和田湖広域定住自立圏観光推進協議会にお

いて、各自治体の景勝地や特産品、お土産な

どを掲載したガイドマップの作成、ホーム

ページでは、各自治体をテーマごとに巡るモ

デルケースの提案などの情報発信を行ってお

ります。

今後におきましては、基本的な感染症対策

を継続しながら、これらを活用することによ

り、近隣からも多くの観光客を取り込めるよ

う努めてまいります。

私からは、以上です。

○副議長（瀬崎雅弘君） 経済部長。

○経済部長兼新型コロナウイルス感染症対策

支援室長（関 敏徳君） 三沢市の観光復興

への取組についての第２点目、三沢駅や三沢

空港、そして三沢市につながる道路への歓迎

看板設置についてお答えいたします。

来訪者に対するおもてなしの気持ちを表す

歓迎看板につきましては、歓迎の気持ちを表

すとともに当市の特徴を伝えるため有効な手

段であると考えております。

三沢駅に設置している歓迎看板につきまし

ては、設置からかなりの年数が経過し、情報

も古くなっていることから、リニューアルす

ることを考えており、掲示する内容などの検

討を行っているところであります。さらに、

三沢空港につきましても、今年の１０月２５

日から三沢－羽田線が１８年ぶりに４便に増

便となることから、より一層の空港利用促進

の強化を図るために、歓迎看板のリニューア

ルのほか、さらなる観光資源の情報発信がで

きるよう、関係機関と連携しながら検討して

まいります。

また、当市では、主要道路における歓迎看

板を設置しておりませんが、来訪者に対する

歓迎の気持ちを伝える有効な手段であること

から、今後、設置に向けて検討してまいりた

いと考えております。

次に、第３点目、三沢駅前交流プラザみー

くるの活用による観光ＰＲについてお答えい

たします。

三沢駅前交流プラザみーくるは、平成２８

年度に工事着手し、本年８月に北側駐車場を

含め、全面供用開始となりました。みーくる

の整備に当たっては、基本構想作成の段階か
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ら、地域住民の皆様への説明会やアンケート

調査を実施し、できる限り皆様の希望を取り

入れ、設計したところであります。

アンケートや地域住民からの希望を踏ま

え、１階にはバス待合スペース、駅そば、２

階には地場産品紹介コーナー、鉄道待合ス

ペースを整備しております。２階待合スペー

ス及び地場産品紹介コーナーには、机と椅子

を配置したところにより、平日は多くの高校

生が待ち時間を利用して学習する姿が見受け

られ、当初の目的が果たされているものと考

えております。

観光ＰＲにつきましては、本年４月、２階

に観光案内所を設置したほか、９８インチの

大型画面により、三沢市観光ＰＲ動画や移住

定住に関わるＰＲ動画等を放映し、ＰＲに努

めております。

また、三沢商業高等学校の実体験教育推進

事業で生徒が作成したＰＲ動画を放映してお

り、若い世代が三沢市に興味を持つきっかけ

づくりの場として有効に活用されていると考

えております。

御質問のみーくるの活用による観光ＰＲに

ついては、人が多く集まるイベントが中止さ

れる中、来訪者などの感染を防ぐため、感染

防止対策に取り組んでいるところであり、観

光や地場産品を大々的にＰＲできていない状

況であります。本来であれば、２階通路壁面

の掲示スペースには、市内で実施するイベン

トポスターの掲示や寺山修司記念館などの観

光施設のＰＲ、及び企画展用ポスターの掲

示、また、地域住民参加型として地場産品を

紹介する絵画を募集し掲示する、三沢のごち

そう絵画展などを企画していたところであり

ます。

今後におきましては、新型コロナウイルス

感染症の動向に注視しながら、感染症予防に

留意し、御提案の公募による写真展や企画展

を含め、地域住民に御協力をいただきなが

ら、三沢市の魅力を強力に発信できるよう検

討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 地球温暖化対策

の推進についての第１点目、三沢市のゼロ

カーボンシティ表明についてお答えいたしま

す。

地球温暖化問題は、議員御指摘のとおり、

人類が避けて通ることのできない喫緊の課題

でございます。また、人と自然が共生できる

持続可能な地球を将来世代に残していくとい

うことは、まさに私たちに課せられた責務で

ございます。

温暖化による気温の上昇は、豪雨災害等の

頻発化、激甚化、生態系の変化等、私たちの

生活の至るところに様々な影響を及ぼしてお

り、行政としては改めて全ての人々が手を携

えてこの危機を乗り越えられるよう先導すべ

きものと考えております。二酸化炭素排出量

を実質ゼロにするという目標は、行政だけで

達成できるものではなく、市民の皆様や企業

の方々など、お一人お一人の御協力が必要不

可欠なものと考えております。

御質問のゼロカーボンシティの表明につき

ましては、当市の地球温暖化対策に関する姿

勢を市の内外に明確に示す指標として、さら

には市民の皆様や企業の方々との意識共有を

図る手段として大変有効であると考えます。

このことから、ゼロカーボンシティの表明に

向け、当市における二酸化炭素排出量の把握

や脱炭素社会に向けた市民の皆様や企業の

方々との意識共有の在り方について調査・研

究を進めてまいりたいと考えております。そ

して、時期を逸することなく、ゼロカーボン

シティへの挑戦を表明することができるよう

努めてまいります。

地球温暖化対策の推進についての第２点

目、市役所へのＥＶ・電気自動車充電スタン

ド設置についてお答えいたします。

国では、平成２０年７月に閣議決定した低

炭素社会づくり行動計画に基づき、国内の二

酸化炭素総排出量のうち約２割を占める運輸

部門からの排出量削減を図るため、ハイブ

リッド車や電気自動車などの次世代自動車と
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呼ばれる環境性能に優れた自動車の普及拡大

を推進しております。併せて、充電インフラ

整備に対し、重点的に予算を投じるなど、次

世代自動車の普及を加速させるための様々な

施策を講じております。

また、国では、行政の役割として、充電イ

ンフラの普及に可能な限り協力すべきである

との方針を打ち出しており、これを受けて多

くの自治体が充電インフラの整備促進に関す

る計画を策定しております。

当市では、エネルギーの使用の合理化等に

関する法律に基づく取組として、庁内に省エ

ネルギー推進委員会を設置し、エネルギー消

費量及び温室効果ガスの削減を図っていると

ころであります。

御質問のＥＶスタンドは、公共施設の利便

性を高めるとともに、温室効果ガスの削減に

も有効な手段の一つであります。このことか

ら市庁舎や各公共施設におけるＥＶスタンド

の設置に関して、対価徴収の在り方、イニ

シャルコスト、ランニングコスト、さらには

補助金の内容等について、鋭意調査・研究を

進めてまいりたいと考えております。

以上であります。

○副議長（瀬崎雅弘君） 佐々木議員。

○８番（佐々木卓也君） 御答弁ありがとう

ございました。

まず、観光の復興への取組の１点目なので

すけれども、市長のほうから、一応近隣から

の誘客等も含めて、前向きに取り組んでいく

という意思表明をいただきました。ありがと

うございました。

それで、まず、これまでも三沢市のいいと

ころはいっぱいあるわけで、それを組み込ん

だ旅行商品というのは多数あるのでしょうけ

れども、例えばこの近隣だとか、近場１時

間、そんな圏内だとか、そこを対象にした新

たな旅行商品というものの御検討などもされ

ているのか、ちょっとお伺いしたいと思いま

す。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

経済部長。

○経済部長兼新型コロナウイルス感染症対策

支援室長（関 敏徳君） ただいまの新た

な、近隣の１時間ぐらいで来れるような旅行

のモデルケースというか、そういうのを考え

ていないかという再質問についてお答えいた

します。

現在、先ほどの答弁の中で市長がおっしゃ

られた上十三・十和田湖広域定住自立圏の観

光推進協議会、こちらは近隣の１０市町村で

構成されているものですが、この自治体とい

うものは、車で約２時間以内の地域にある市

町村でつくっている協議会でございます。こ

の中でも、広域周遊の、各自治体を巡る周遊

ルート、旅行のルートを作成して、ホーム

ページ等で紹介しているということがござい

ますが、市独自での近隣市町村の１時間以内

のルートについては、今検討中でございまし

て、今後、いろいろ検討して進めていきたい

と考えております。

以上です。

○副議長（瀬崎雅弘君） 佐々木議員。

○８番（佐々木卓也君） ありがとうござい

ました。ぜひよろしくお願いしたいと思いま

す。

それから２点目の歓迎看板設置についてと

いうことで、駅や、それから空港のリニュー

アル等を考えている最中であると。また、道

路への歓迎看板設置についても、今後鋭意検

討するというふうなことでございましたの

で、ぜひよろしくお願いしたいと思います。

再質問はございません。

それから、みーくるの活用についても、結

果的には今はこういうコロナ禍という状況の

中にあって、使いたくても使えないというふ

うな、立派な施設が、何かすごい広い空間が

だだ広く空いているような感じを受けてしま

うのですけれども、そういうことでいろいろ

な地域の皆さんとの協力によるイベントだと

か、それからいろいろと、今さっき答弁あり

ましたように、観光ＰＲにも使っていただけ

る、そして、そういう写真展だとか企画展も

今後検討していただけるということでしたの
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で、その辺についても前向きにぜひやってい

ただきたいと思います。これについても再質

問はございません。

それから、次の地球温暖化対策の推進につ

いてなのですけれども、これについても両

方、前向きな御回答、答弁をいただき、あり

がたく感じております。

それで１点だけ、ゼロカーボンシティ表明

についても、とにかく時期を逸することなく

取り組んでいきたいということなのですけれ

ども、とにかく地球温暖化対策というのは、

もう待ったなしの状態ということなので、そ

ういうゼロカーボンシティ表明の前であって

も、常に進めていなければならないというふ

うな状況の中で、ホームページ等を通した市

民への周知を図る、啓発を図るということだ

けではちょっとまだ弱いような感じがするの

で、表明の前であっても、市民を啓発すると

いうふうな、そういう何か取組、今考えてい

るものがございましたらよろしくお願いした

いと思います。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（米田光一郎君） 再質問の啓発活

動をどのように行うかということにお答えい

たします。

この啓発活動につきましては、引き続き

ホームページをはじめ、市の様々な媒体を活

用して、地球温暖化防止に関する情報発信を

していきたいと考えておりますが、啓発活動

につきましては、機運を高めるために、個人

レベルでの対策と団体レベルの対策に分けて

取り組むのが有効ではないかと考えておりま

す。

そこで、これまでの取組、情報発信の中

で、個人でできるような温暖化対策、これを

積極的に発信していきたい。そして、個人個

人が自分も温暖化対策に貢献しているのだ

と、そういう意識を持ち続けていってほしい

と考えております。

そして、団体レベルでの対策につきまして

は、例えば今までと同じ、どこでもやってい

る手法ですが、環境シンポジウム等を開催し

て、その中で市民の意見交換をたくさんでき

ればなと思っています。その市民の意見交換

を通じて、市民レベルでの何かの行動、ムー

ブメント、そのようなものが起これば、そし

てさらにその運動が三沢らしい取組であれば

と考えております。

以上のようなものを並行して実施したいと

考えております。

以上です。

○副議長（瀬崎雅弘君） 以上で、佐々木卓

也議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

奥本菜保巳議員の登壇を願います。

奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。

それでは、一般質問させていただきます。

基地問題、新型コロナ感染症対策について、

順を追って質問をさせていただきます。

まず第１の質問、基地問題について伺いま

す。

安全保障関連法が２０１６年３月２９日施

行されて以来、米軍と自衛隊の一体化が進

み、三沢基地の機能強化、訓練強化が顕著と

なっております。

そうした中で、この間、戦闘機による事故

が相次いで発生してきました。２０１８年２

月には、Ｆ－１６戦闘機による小川原湖への

タンク投棄、日米合意に反するＦ－１６戦闘

機による危険な超低空飛行、八甲田山上空を

飛行中に部品の一部を落下、昨年の４月９日

には、自衛隊機Ｆ－３５Ａ戦闘機の墜落事故

がありました。同年１０月３日には、旅客機

が着陸しようとした滑走路へ自衛隊機Ｆ－２

が誤って進入、さらに１１月６日には、Ｆ－

１６戦闘機が重さ２２６キロもある模擬弾を

六ヶ所村の民有地に誤って落下させるという

重大事故が起きました。落下地点から僅か１

キロのところに小学校、中学校があり、一歩

間違えば大惨事となりかねない大問題となり

ました。県と関係自治体は、米軍側に厳しく
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抗議をし、三沢対地射爆場での訓練中止、原

因究明と操縦士の教育、再発防止策の徹底を

図ることを強く求めました。

近年の訓練強化の実態については、沖縄の

基地負担軽減策として受け入れた岩国所属の

ＦＡ－１８戦闘機の訓練移転に伴う三沢対地

射爆撃場での日米共同訓練が挙げられます。

自衛隊三沢基地のＦ－２戦闘機、航空自衛隊

千歳基地のＦ－１５戦闘機、米海兵隊のＦ－

１８戦闘機により、昼夜を問わずすさまじい

爆音が響き渡り、基地周辺住民、訓練飛行区

域内の住民はもとより、時には三沢市全域に

わたる騒音に苦しめられました。

この日米共同訓練による騒音の測定値は、

三沢市独自に設置した測定器でしたが、１０

０デシベルを超えたデータもあると報道され

ました。これまでにない騒音の測定値に当た

るものではないでしょうか。市民からは、三

沢も沖縄のようになるのではないか、夜間の

騒音に悩まされている、何とかしてほしい、

こういう声が上がりました。

また、今年６月３日、東北防衛局によりＦ

－３５戦闘機配備に伴う三沢市岡三沢５丁

目、６丁目地区における、２０１７年、１８

年に実施した騒音調査の概要説明が行われま

した。その中で、住宅の移転対象となる第２

種区域の指定基準値７３デシベルを超えたこ

とから、住民側がコンターの見直し調査を求

めたことに対し、東北防衛局は計画をしてい

ないとの回答を示したとの報道がありました

が、住民の苦しみに背を向ける後ろ向きの回

答に、住民の不満が噴出していると伺ってお

ります。

さらに、米軍横田基地配備のオスプレイＣ

Ｖ２２が、市民に事前通告、情報提供なしに

度々三沢市上空に飛来、目撃され、市民から

不安の声が上がっております。

オスプレイＣＶ２２は、特殊部隊としての

任務があります。中東などでテロリスト幹部

の暗殺や拉致、捕虜奪還などで、そのための

訓練を日本で行っていると言われておりま

す。日本を守るためではありません。オスプ

レイは事故率も高く、これまで重大事故を繰

り返している欠陥機とも言われています。沖

縄では、墜落事故も起こっています。このオ

スプレイが頻繁に横田と三沢を往復し、市内

上空を飛行しているわけです。

このような三沢基地の現状を踏まえ、次の

３点について伺います。

１点目として、昨今の訓練の激化、騒音被

害が顕著になっている状況を踏まえ、三沢市

における基地を取り巻く環境はどのように

なっているのか。令和元年度における米軍、

自衛隊、また、共同訓練の実施状況と、米軍

人・軍属等による事件・事故の状況について

伺います。

２点目について伺います。米軍による事

件・事故、また、危険な低空飛行などに対

し、日本の航空法、国内法が適用されないな

ど、米軍に特権を与える日米地位協定の見直

しについて伺います。

渉外知事会、その一員である三村県知事

は、日米地位協定の見直しを求める、現状を

超えるさらなる基地機能強化は認めないと

し、基地に起因する様々な被害から県民の生

命・財産を守る立場を取っております。三沢

市としての立場はどうでしょうか。市長の見

解を伺います。

３点目として、オスプレイＣＶ２２が横田

から飛来していますが、市民への事前通告が

なされていません。事故率が高いオスプレイ

の三沢飛来、訓練について、当市に対し、ど

のような経緯で訓練実施の通告がなされてい

るのか伺います。

次に、第２の質問、新型コロナウイルス対

策について伺います。

コロナ感染症は、依然として収束を見通せ

ない状況になっています。しかしながら、日

本では、第１波と比較して、重症者、死亡者

が減少傾向にあることから、政府は、マスク

の着用、手洗い、消毒、３密回避、新しい生

活様式の徹底を強化し、感染予防対策を取り

ながらの経済活動を進めています。しかし、

経済活動が活発化されれば、感染拡大は収ま
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らず、秋から冬にかけての第３波のさらなる

感染拡大が懸念されているところです。

以上のことを踏まえ、次にコロナ対策４点

について伺いたいと思います。

まず１点目について伺います。最近のコロ

ナ感染症の特徴として、若者の感染増加、そ

こからの家庭内感染、また、感染経路が不

明、無症状の感染者からの感染が広がってい

ることが挙げられます。地方においては、主

に関東圏や関西圏など、他県由来の感染が主

なものになっています。

三沢市は、自衛隊基地関係者、原燃関係

者、ビジネス関係による他県からの移動者や

転居者が多いまちとしての特徴があります。

自衛隊では、三沢への転入に際し２週間の自

宅待機、外食では人数を制限するなどの対策

を取っているとのことですが、他県からの全

ての移動者に対し、２週間自宅待機、隔離の

要請は不可能ですから、別に対策を取らなけ

ればならないと思います。

政府の分科会における専門家が、感染拡大

を防ぐ方法として、ＰＣＲ検査を拡充し、い

ち早く感染者を発見し、濃厚接触者を洗い出

し、検査、治療、隔離するなどして、徹底し

て封じ込めを行うことが重要であると発言し

ております。政府も、ＰＣＲ検査、抗原検査

を１日２０万件実施の目標に取り組むことを

公表しております。七戸町では、七戸病院に

おいて抗原検査を実施し、保健所を通さずと

も、誰でも受けたい方が自費税込み１万３,

２００円で受けられる取り組みをしておりま

す。三沢市としても、抗原検査に取り組むお

考えがあるか伺います。

次に、２点目について伺います。毎年、秋

から冬にかけてインフルエンザの流行があり

ますが、今年は特にコロナ感染症の絡みで、

医療機関での混乱が危惧されているところで

す。政府も、インフルエンザワクチンを６,

５００万回分調達し、１０月から、特に医療

従事者、福祉施設等職員、高齢者、持病を

持った方々が優先的に受けていただくよう推

奨しています。

そこで、コロナに感染した場合、特に重症

化しやすい高齢者、持病をお持ちの方、クラ

スター化しやすい保育園児や小中学生へのワ

クチン接種を無料で受けられるよう、市とし

て支援し、医療現場での混乱回避につなげる

べきだと思いますが、当市の見解を伺いま

す。

次に、３点目について伺います。現在もな

お、全国でのコロナ感染は続いており、青森

県内においても、これまで３５名の感染者が

確認されております。三沢市では、三沢基地

内で米軍関係者の感染が報告されております

が、現在は三沢市民の感染者は一応ゼロと

なっております。

上十三地区管内での感染者確認の報道はあ

りましたが、詳細は公表されていませんの

で、ひょっとしたら三沢での感染かもしれな

いと市民の間で非常に過敏になっているよう

にも感じています。お盆時期の帰省者や他県

から移動された方々、医療従事者など感染リ

スクの高い方々に対しての偏見なども懸念さ

れるところです。

三沢市民誰しもが三沢市での感染者１号に

なりたくないという感情をお持ちだと思いま

す。高齢者の方々、持病をお持ちの方々に

とっては、命に関わることですから、当然の

ことだと思います。しかし、どんなに気をつ

けていても、感染してしまうこともあるかも

しれません。感染経路が不明というケースも

あり、感染していても無症状の方もいるかも

しれません。

現在、三沢市は、国際文化都市を標榜し、

移住定住促進に力を入れ、コロナ禍でのリ

モートやオンライン化で、地方への移転を考

えている企業の取り込みも視野に入れている

と思います。県外からの移動者やコロナ感染

者に対する差別や中傷、偏見が蔓延する三沢

市にしてはならないと思います。当市として

の対策と見解を伺います。

次に、４点目について伺います。コロナ感

染症の第１波を受けて、非常事態宣言が発令

され、あらゆる分野の事業所等が休業を余儀
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なくされ、経済的に打撃を受けました。ま

た、主に非正規労働者がコロナ失業となり、

生活困窮に追い込まれていることも社会問題

になっています。

そこで、コロナ感染症対策として、様々な

経済的支援、生活支援の政策が打ち出され、

国、県、三沢市で取り組まれていることは承

知しているところです。「Ｇｏ Ｔｏ トラ

ベル」や「Ｇｏ Ｔｏ Ｅａｔ」など、経済

活動の再開も徐々に進められてはいますが、

コロナ禍以前の状況には程遠い状況であり、

倒産や廃業に追い込まれる企業の増加が懸念

されております。有効求人倍率も、青森県は

１倍を割っており、内閣府が今月７日に公表

した景気動向指数からも、景気低迷が長期化

していることが示されています。景気が回復

されるまで、救済の手を休めてはいけないと

思います。

これまで、三沢市では、多くの支援策を打

ち出しております。その中に、コロナ禍の影

響による収入が減少した世帯や事業者に対

し、市税や公的料金への減免・免除、支払い

猶予の制度があります。行政は申請主義です

から、支援を希望する方々は面倒な申請手続

を経なければ受けられません。

そこで伺います。減免・免除、支払い猶予

を受けられる対象者に対する制度の周知方法

はどのようになっているのか、申請状況とそ

の支援体制を市としてどのようにされるのか

伺います。

以上をもちまして、壇上からの一般質問を

終わります。

○副議長（瀬崎雅弘君） ただいまの奥本菜

保巳議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの奥本議

員の御質問の基地問題についての第２点目、

基地機能強化と日米地位協定の見直しについ

ては私から、そのほかにつきましては担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いま

す。

基地機能強化については、これまでと同

様、市民生活に大きな影響を与えるような基

地機能強化は認められないと考えておりま

す。基地機能強化の判断につきましては、明

確な定義がないことから、それぞれの事例に

より、基地の態様の変化や市民に与える影響

等を勘案し、慎重に判断する必要があると考

えております。

次に、日米地位協定の見直しについては、

日米地位協定は日本国とアメリカ合衆国との

間で締結された国家間の条約であることか

ら、国において、その時々の問題について、

地位協定の運用の改善によって機敏に対応し

ていくことが合理的であると考えておりま

す。

このようなことから、当市といたしまして

は、現在のところ地位協定の見直しを求める

考えはありませんので、御理解を賜りたいと

思います。

私からは、以上です。

○副議長（瀬崎雅弘君） 政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 基地問題の第

１点目、米軍、自衛隊及び日米共同訓練の実

施状況と米軍人等による事件・事故の状況に

ついてお答えいたします。

令和元年度に国等から三沢市への通知があ

り、三沢基地において米軍が実施した主な訓

練は、デモフライト訓練が５３回、作戦即応

態勢演習が２０日間、自衛隊が実施した主な

訓練は、夜間飛行訓練が１０４回、航空祭事

前飛行訓練が１３回、航空総隊総合訓練が２

７日間、日米共同で行われた訓練は、米軍再

編に伴う訓練移転が１１日間となっておりま

す。

次に、令和元年度の米軍人等による事件の

状況についてでありますが、４月５日に発生

した米軍人による知人女性への傷害事件、７

月１０日に発生した米国籍の基地従業員によ

る窃盗未遂及び暴行事件の計２件でありま

す。

また、三沢警察署管内における外国人によ

る交通事故につきましては、物損事故が１１
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１件、人身事故が１３件あり、管内全体に占

める割合は、物損事故が約８％、人身事故が

約７％となっております。

続きまして、基地問題の第３点目、オスプ

レイの三沢での訓練実施の通告についてお答

えいたします。

平成２７年２月に作成されたＣＶ２２の横

田飛行場配備に関する環境レビューにおい

て、即応性維持及び訓練運用の一環として、

三沢対地射爆撃場を使用する可能性が明記さ

れており、平成３０年１０月１日にＣＶ２２

オスプレイが横田基地に正式配備されて以

降、三沢基地に度々飛来していることは承知

しております。

当市に対するＣＶ２２オスプレイの訓練実

施の通告についてでありますが、三沢基地へ

の飛来状況につきましては、配備当初は飛来

直前に国から情報が提供されておりました

が、当該情報の取扱いについて防衛省と在日

米軍との間で意見交換がなされた結果、米側

から運用上及び安全上の理由から、従来のよ

うな提供は困難である旨の回答があり、現在

は情報が提供されておりません。

いずれにいたしましても、オスプレイに対

する市民の皆様の不安は大きいものと認識し

ておりますことから、市民の皆様に多大な影

響を与える情報が得られた場合には、適切に

対応してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 財務部長。

○財務部長（山﨑 徹君） コロナ対策につ

いての第４点目、コロナ禍の影響による収入

減少世帯に対する、特に市税や公共料金のう

ち上下水道料金等の支払い猶予制度の周知方

法、申請状況等と今後における対策について

お答えいたします。

まず、市税の徴収猶予の特例制度について

でありますが、新型コロナウイルス感染症の

発生により、各種イベントの中止・延期、観

光客の急減のほか、緊急事態宣言の発令によ

る事業の営業自粛等の結果、収入が大幅に低

下し、納税資金の捻出ができない納税者等へ

の対策として、地方税法等の改正により緊急

措置として創設された特例制度であります。

この制度の概要は、新型コロナウイルス感染

症の影響により、事業等に係る収入が前年同

月に比べておおむね２０％以上減少している

こと及び納期限までに納入することが困難と

認められることを要件として、市税の納期を

１年間猶予するもので、延滞金はかからず、

担保の提供も不要となります。なお、令和２

年２月１日から令和３年１月３１日までに納

期限が到来する個人住民税、法人市民税、固

定資産税、軽自動車税、国民健康保険税な

ど、全ての市税が対象となっております。

当市では、納税者等の資金繰りの緊急性に

鑑み、国税等他の執行機関との連携を図るこ

とにより迅速に対応した結果、８月末現在で

計１４件を認定したところでありますが、そ

の内訳としましては、個人住民税２件で２５

万１,６００円、法人市民税４件で５８万１,

０００円、固定資産税８件で５７８万９００

円となっております。

次に、上下水道料金の支払い猶予制度です

が、総務省自治財政局公営企業課長通知によ

る要請を受けまして、新型コロナウイルス感

染症の影響による離職や収入の減少等により

生活が困窮している方への対策として、水

道、下水道に係る公共料金の支払い猶予措置

を行うものであります。概要といたしまして

は、水道料金、下水道等使用料の支払いが一

時的に困難な方に対して聞き取りした上で、

最長４か月の支払い猶予を行うもので、８月

末現在で水道料金１４件２０万３,３９９

円、下水道等使用料１１件１８万４,５７０

円を猶予しております。

周知方法につきましては、議員御承知のと

おり、いずれも広報みさわ、市ホームペー

ジ、マックテレビにて実施しているほか、新

型コロナウイルス感染症対策支援室におい

て、当市のみならず全ての支援内容を記載し

た新型コロナウイルス感染症支援策パンフ

レットを作成し、周知に努めてきたところで

あります。
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今後におきましても、制度の周知を継続す

るとともに、納税や支払いの相談のあった方

には、猶予制度に加えて市やその他関係機

関・団体が実施している支援制度を情報提供

するなど、支援が行き届くよう努めてまいり

ます。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） コロナ対策

の第１点目、七戸町で実施している抗原検査

を市として取り組む考えはあるかについてお

答えいたします。

七戸町において、新型コロナウイルス感染

症の拡大防止対策として、発熱などの症状が

ない人をドライブスルー方式で検体を採取

し、感染を判定する自由診療での抗原検査を

導入したことは聞き及んでおります。

新型コロナウイルス感染症に関する検査に

ついては、感染症法に基づく医師の届出によ

り、その疑いのある患者を把握し、医師が診

断上必要と認める場合にＰＣＲ検査を実施い

たします。そして、その患者が陽性と確認さ

れた場合には、感染症法に基づき、積極的な

疫学調査を実施し、濃厚接触者を把握するこ

ととなり、さらに濃厚接触者に対しては、感

染症法に基づく健康観察や、外出自粛等によ

り、感染の拡大防止を図ることとなっており

ます。

市立三沢病院に確認したところ、新型コロ

ナウイルス抗原検査キットにつきましては、

ＰＣＲ検査よりも感度が低く、厚生労働省新

型コロナウイルス感染症対策本部による抗原

検出用キットの活用に関するガイドラインで

は、無症状者に対する使用、無症状者に対す

るスクリーニング検査目的の使用は、適切な

検出機能を発揮できず、適さないとのことで

あります。

また、医師が新型コロナウイルス感染症を

疑う症状があると判断した患者に対して必要

と認めた際に使用することとなっているとの

ことから、市立三沢病院院内感染対策委員会

において検討した結果、現時点で抗原検査は

採用しないとのことでありました。

当市といたしましては、現時点において、

市立三沢病院以外の病院に対しまして、少な

からず経済面、人員面、感染リスクなどの面

で負担が生じることとなる抗原検査などを積

極的に依頼することは考えておりませんが、

国、県、近隣市町村の動向を注視し、適切な

対応をしてまいりたいと考えております。

次に、コロナ対策についての第２点目、高

齢者、持病を持った方、幼児、小中学生に対

するインフルエンザワクチン接種の無料化に

ついてお答えいたします。

御質問の季節性インフルエンザの予防接種

につきましては、予防接種法により罹患した

場合に重症化のおそれの高い６５歳以上の高

齢者に加えて、６０歳以上６５歳未満であっ

て、日常生活が極度に制限される程度の障害

を有する方などに限り、定期予防接種の対象

とされております。

当市では、季節性インフルエンザの定期予

防接種の対象となるこれらの方々には、市で

委託契約をしている医療機関で接種した場合

には自己負担１,０００円、生活保護受給者

は無料で季節性インフルエンザの予防接種を

受けることができる助成制度を設けておりま

す。

また、新型コロナウイルス感染症との同時

流行への対応といたしましては、例年１１月

から開始しておりますワクチン接種を１０月

から接種できるよう、関係者との調整の上、

前倒しの準備を進めているところでありま

す。

関係機関からは、今後、新型コロナウイル

ス感染症と季節性インフルエンザの同時流行

により、医療現場が混乱するおそれがあるな

どの理由から、インフルエンザワクチンの予

防接種が呼びかけられておりますが、その需

要の高まりから、ワクチンの供給不足となる

ことが懸念されております。

当市では、今年度におきましても、年度当

初より接種見込み者約７,５００名分のワク

チンを確保するとともに、市内医療関係者と
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の業務委託体制を整えているところでありま

す。

こうした状況の中、三沢市が新たに任意接

種対象者への助成を行うためには、改めて確

実なワクチン確保と医療機関の受入れ体制等

を整えることが必要となりますが、インフル

エンザワクチンの供給が逼迫しつつある現時

点において、当初予定の約７,５００人分に

加えて御提案の幼児から中学３年生までの約

５,５００人分と妊婦の分のワクチン必要量

を確実に確保することは、取扱業者からの聞

き取りにより困難とのことから、新たな助成

事業の実施は難しいものと考えております。

今後におきましても、新型コロナウイルス

感染症や季節性インフルエンザなどを取り巻

く状況につきましては、国や関係機関の動向

を注視し、迅速かつ適切に対応してまいりた

いと考えております。

次に、コロナ対策についての第３点目、県

外からの移動者やコロナ感染者に対する誹謗

中傷、偏見などの差別が問題視されているこ

とへの市の対応についてお答えいたします。

当市では、幸いにも今日まで１人の新型コ

ロナウイルスの感染者は確認されておりませ

んが、全国的には、ソーシャルネットワーク

やインターネット上で、感染者個人やその家

族、居住地や勤務先などが特定され、いわれ

のない誹謗中傷が行われた事例や、さらに

は、感染リスクと闘いながら医療現場の最前

線に立っている医療従事者、介護従事者な

ど、その家族に対しても差別や中傷が向けら

れたなどの実例が報道されております。

新型コロナウイルス感染症は、その予防を

心がけていても、誰もが感染し、また、感染

させてしまう可能性のあるもので、不本意に

も感染してしまった方々や医療関係者に対し

ての偏見や差別などにより、人権が侵害され

るような事態が生じないよう、関係機関が一

丸となって取り組むべきことと考えておりま

す。

当市では、これまでのところ、マスクの着

用、手指消毒の励行、３密の回避など、主に

感染の拡大防止に向けたメッセージを発信し

てまいりましたが、新型コロナウイルス感染

症を巡っての差別や偏見、プライバシーの侵

害等は、あってはならないことと考えてお

り、今後におきましては、その動向を注視

し、状況を踏まえて適切に対応してまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○８番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

大変消極的な御答弁で、本当に市民の皆さ

んもがっかりしたのではないかなというふう

に、全ての質問に対してそう思いました。

質問順にお聞きしていきたいと思います。

まず、基地問題の１点目です。今、この三

沢の状況、訓練強化、昨日もすごい爆音でし

た。マックテレビをつけて、今、何の訓練を

やっているのだ。マックテレビつけたら、自

衛隊の訓練だったのですが、７時４５分まで

と。ところが、８時、９時になっても爆音が

していました。

こういうふうな状況の中で、今、様々な状

況、事件・事故の数字を並べていただきまし

たけれども、これを受けて、市民の負担、ど

のように感じていますか。どういう状況だと

いうふうに今の数字を見てお感じになってい

ますか。お答えください。

○副議長（瀬崎雅弘君） お答え願います。

政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） ただいまの奥

本議員の再質問でありますけれども、先ほど

答弁申し上げました事件・事故の件数、それ

から昨今の騒音の状況、これについてどう考

えているかということでございますけれど

も、事件・事故については、やはりあっては

いけないものと考えておりますので、決して

市民にとっていいものとは思っておりませ

ん。

あと、騒音に関しましては、確かに今年度

に入りましてデモフライトの回数は増加して

おります。
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通常訓練につきましては、通告がございま

せんので、ちょっと増加しているかどうかと

いう確認はできませんけれども、いずれにし

ましても、苦情件数も増えているということ

は確かでございますので、この辺は市民の気

持ちを受け止めまして、これから国及び米軍

のほうに、これまで以上にこの状況を伝える

べく申入れをしていきたいと思っています。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○８番（奥本菜保巳君） そうなのです。本

当に今、市民がうるさいと。私も会う方々

に、最近うるさいよねという声をよく聞きま

す。今、共同訓練もそうなのですけれども、

通常の訓練のときでも物すごい爆音が響いて

いることがあります。訓練の強化が進められ

ていることに、大変不安を感じているところ

です。

先ほども申し上げましたが、事故が相次ぎ

ました。特にＦ－３５戦闘機の墜落事故、本

当に衝撃的でした。亡くなられたパイロット

の方に心から御冥福をお祈りしたいと思って

います。

この事故では、パイロットの空間識失調が

原因だと片づけられました。フライトレコー

ダーのメモリーも発見されず、原因究明が

しっかりとされていない。真相が明らかに

なっていない中で、訓練の再開も強行されま

した。

しかし、最新鋭のステルス戦闘機ですか

ら、夜でも昼間のように見える最新式のディ

スプレイが搭載されているヘルメットがあっ

たはずだし、機内には異常を知らせる警報音

もけたたましく鳴り響いていたのではない

か。最新鋭の戦闘機ですから、空間識失調を

抑止する機能が二重、三重にもついているは

ずではなかったのかという見方もあります。

このＦ－３５についても、アメリカの大変

厳しい米国会計検査院から９６６もの欠陥を

指摘されている戦闘機であります。私は、本

当に自衛隊の方々の身を案じております。

また、Ｆ－１６戦闘機ですけれども、老朽

化していて、部品を交換しながら訓練してい

る状況ですから、度々民間の飛行場などへの

緊急着陸を繰り返しております。

このような中で三沢市民は生活しているわ

けです。特に、移転を希望されている岡三沢

５丁目、６丁目、浜三沢の住民の方々は、騒

音被害も含めて限界に来ているのではないで

しょうか。

早急に集団移転を実施させること、これは

大変お金かかります。でも、米軍への思いや

り予算は、年間１,８００億円から２,０００

億円もかかると言われています。その思いや

りを、岡三沢、浜三沢の方々へ向けていただ

こうではありませんか。そして、危ない戦闘

機は住民が暮らす住宅地の上空を飛ばせな

い、防音工事の区域は三沢市全域に行うこと

を要望するべきだと思いますが、当市の見解

をお願いします。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） 奥本議員の質問に

お答えいたします。

この集団移転につきましては、私も奥本議

員も同じような認識を持っているわけでござ

いまして、昨年でしたか、岩屋防衛大臣、そ

してその後の河野防衛大臣、そしてその後の

若宮外務副大臣にもそのことを、とにかく住

民は苦しんでいるのだと、静かな夜が欲しい

のだと、何も贅沢は言わないと、ほかの自治

体の住民みたいに静かな夜が欲しいのだとい

うことをお話ししてまいりました。強く要望

してまいりました。当然のことながら、それ

以前に熊谷東北防衛局長にもお願いしており

ますし、その後はどのように判断するかは国

のほうの考えでしょうけれども、とにかく身

を削るような、そういうつらい騒音の中で生

きているのだということだけは伝えてまいり

ました。

以上です。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○８番（奥本菜保巳君） 本当に大変な状況

になっているというふうに感じております
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し、市長には、ぜひとも大きな声を上げて、

三沢市民の安心・安全、生命・財産を守る、

そういう強い気持ちで立ち向かっていただき

たいと思います。

基地問題の２点目なのですけれども、先ほ

ど日米地位協定の見直し、いわゆる国家間の

問題なので、運用で賄うというような、改善

で賄うようなお話をされました。

今、地位協定の見直しについては、１５都

道府県の基地を抱える県知事の渉外知事会、

これまでも日米地位協定の見直しを政府に求

めてきました。全国知事会でも、昨年７月に

開催された際に、三村知事も含めて全会一致

で採択されております。採択された日米地位

協定の抜本的な見直しを含む米軍基地に対す

る提言では、航空機の安全航行を目的にした

航空法をはじめ、日本の国内法を米軍にも原

則適用すること、事件・事故時、自治体職員

の迅速・円滑な立入りの保障などを明記する

よう求めております。

日米地位協定の改定を求める意見書の採択

については、青森県内では大間、風間浦村、

六ヶ所村、外ヶ浜、平内町、蓬田村、佐井

村、横浜町、六戸町の９町村議会で採択され

ております。先日７日には、野辺地町で採択

されております。六ヶ所村の議会では、Ｆ－

１６の模擬弾落下を受けて、村内の事故なの

に村の職員が立ち入れないのはおかしいと、

米軍の対応を問題視して、全会一致で採択さ

れたというふうにお聞きしております。

米軍基地のあるドイツ、イタリア、韓国で

地位協定は改定されて、原則国内法が適用さ

れて、超低空飛行訓練が制限されて、基地の

管理権と緊急時の立入権を持っています。

日本は、運用、運用と言っているのですけ

れども、穴があるのです。必ず米軍から許可

をもらわないとできない。そしてまた、超低

空飛行も、日米合意で約束していたのに、Ｙ

ｏｕＴｕｂｅで超低空飛行で飛んでいた。そ

ういうふうな部分もあって、拘束力がない。

やはり、全国知事会、渉外知事会も求めて

いるこの日米地位協定、市長、おかしいと思

いませんか。これは絶対声を上げるべきだと

思うのですが、いかがでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） 私は以前、県議時

代に、この地位協定の改定というものにつき

まして、いろいろと質問したことがございま

した。

例えば、今、県警ヘリが木造あるいはつが

る市まで１５分で飛んでいきます。ところ

が、もし北朝鮮の船がつがる市に漂着したと

きに、真っすぐ行こうとしたら、それは米軍

の許可を受けなければ、その上を飛べないと

言われました。そうしたら、一緒にヘリコプ

ターに乗っていた県会議員は、おかしいんで

ないかと。何で自分の家の中を歩くのに、お

客様の許可――お客様というのは、外から来

たアメリカ軍でございます。お客様の許可を

受けなければならないのか。しかし、決まり

がそういう決まりになっている以上、私ども

もこれはどうしようもできないわけです。そ

れで、そういうことも含めて、治外法権の地

域には国境はないのだというふうなことも含

めて、やってみたことがあります。

ただ、先ほど当市としてと言ったのは、私

個人の意見でないです。かつて、私どもの先

輩、種市市長あるいは鈴木市長、そういう

方々が、どうすることが一番市民のためにな

ることかという結論でもって、共存共栄――

「coexistence and co-prosperity with the

base」というのですけれども、この共存共

栄をしたわけでございます。

ですから、私個人としてはそういう思いを

持っているものの、三沢市民としては運用の

拡大をすることによって、合理的に早急に解

決する。

例えばこの間の感染症対策一つにしても、

やはり私どもだけでなく、沖縄のほうも大変

苦しんでいるということで、米軍からの人数

がさっぱり把握できないということで国のほ

うにお願いしたら、それは国のほうで、防衛

大臣なり、あるいは外務省のほうで強く言っ
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てくれて、人数だけは発表することになった

わけです。

ですから、地位協定の中で本当は感染症対

策についても一部触れていただければすごく

早いと思うのですけれども、まず、それより

も運用の拡大のほうがより合理的に早急に解

決したというのが今回の事例でございました

ので、今後とも運用の拡大というものをより

合理的に求めていきたい。

確かに、ドイツ、イタリアあるいはオラン

ダ、あるいは韓国、そういったところでは地

位協定の改定を何度もやっております。た

だ、イタリア、ドイツ等は、ＮＡＴＯという

大きな集団的軍隊の中にあって、割とそうい

うのはやりやすいということもお伺いしてお

りましたので、そういうことも私もまた勉強

しながら、その時々、必要であるならばそう

いう意見も出していきたいと思いますけれど

も、今のところは三沢市民のためということ

を考えれば、運用の拡大というのが非常に早

急で合理的ではないかなという思いでおりま

す。

以上です。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員に申し上

げます。

再質問及び再々質問において、むやみに質

問事項を増やすようなことは慎んでくださ

い。再質問並びに再々質問は、簡潔にお願い

いたします。

奥本議員。

○８番（奥本菜保巳君） それでは、オスプ

レイのことについてですけれども、３点目に

ついて再質問をさせていただきたいと思いま

す。

これもやはり地位協定が絡んでいるなと思

うのですが、当初は情報公開をされていた

と。ところが、今は米軍側が運用上公開でき

ないような形を取っているのですけれども、

オスプレイというのは、沖縄でも墜落事故を

起こしています。そういう観点から、これは

やはり三沢市としてこの運用状況、これを公

開していただく方向で申し入れる必要がある

のではないでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 奥本議員の再

質問、オスプレイ訓練を三沢市として反対し

たほうがいいのではないかという再質問だと

思いますが、確かに報道等では、オスプレイ

の事故率が高いという旨の報道がされている

ことは承知しております。しかしながら、米

軍の運用による事案でもございますので、一

自治体としてのコメントは差し控えさせてい

ただきたいと思いますけれども、今後の三沢

市においての訓練状況、それから日本国内、

それから国外でのオスプレイの飛行状況等を

注視しながら、市民感情も念頭に入れながら

必要に応じて対応してまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○８番（奥本菜保巳君） それでは、コロナ

対策について再質問させていただきます。

１点目のＰＣＲ検査、抗原検査、こちらを

実施するお考えがあるかどうか伺ったわけな

んですけれども、市立病院等でなかなか難し

いという。今の市立病院の状況を見ますと、

マンパワーも大変ですし、財政面の部分で

も、いろいろな観点からリスクが多いという

ことで、取り組めない状況だというのは分か

ります。

ただ、この地域を見ると、やはり政府がＰ

ＣＲ検査と抗原検査、抜本的に増やすという

ことなので、この精度、これが余り低いので

やる必要がないような今お話があったのです

けれども、それは大変、七戸病院の方々に失

礼な発言ではないかなというふうに感じまし

た。効果がないわけがないのです。いろいろ

な専門家の方々の意見もあります。でも、効

果がないわけではないのです。七戸病院で

やっているわけですし。

そしてまた、上十三の自治体では、十和田

でもインフルエンザの流行を見据えて、新た

に検査センターを設置して、検査体制の拡
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充。東北町では抗原検査、これは七戸でやっ

ているものだと思うのですけれども、この抗

原検査を受ける方に対して６,０００円を助

成するというふうにしております。三沢市と

しても、この抗原検査の助成を行うべきでな

いかと思うのですが、いかがでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員、持ち時

間、残り５分です。

答弁願います。

市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） ただいまの

再質問にお答えいたします。

三沢市で抗原検査に助成をする考えはない

かということでございますが、議員先ほど触

れられましたように、国において検査場所の

拡充ですとかというものを県に現在要請をし

て、県ではそういったものの拡充を考えてい

る、計画を進めているというふうに理解をし

ております。そういった中で、これから検査

場所の件数が増えるですとかということにな

りますと、その状況を見据えながら、また、

近隣の市町村の状況も見ながら検討してまい

いりたいと、このように考えております。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○８番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、コロナ対策の３点目について再

質問させていただきたいと思います。

これまで感染された方に対する誹謗中傷、

デマ、この問題なのですけれども、県でもこ

れまでの職業や濃厚接触者の詳細を原則非公

表とするという新たな基準を示したとありま

した。これはやはり誹謗中傷、デマを防ぐた

めの対応だというように思っています。

岩手県久慈市では、５名の感染者が発覚

後、感染者に対する誹謗中傷、デマが広がっ

ていることから、市長が市民に対し、冷静な

行動を求めたとありました。対策としては、

市が定期的に防災行政無線やメール配信サー

ビス、誹謗中傷を慎むようメッセージを発信

している。こういう新聞記事がありました

し、また、むつ市では、今日の新聞で誹謗中

傷対策、市役所に相談窓口設置。むつ市でも

まだ感染者は出ておりません。

こういうふうに誹謗中傷対策をとっている

のですけれども、それについてどのようにお

考えでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） ただいまの

再質問にお答えいたします。

まず、市民からの相談への体制でございま

すが、こちらにつきましては、新型コロナウ

イルス感染症の総合窓口が当市の健康推進課

のほうで受付をしております。こちらのほう

で相談を受け付けておりまして、これまでで

約１５０件ほどの相談を受けております。そ

の中では、誹謗中傷に近い、または県外から

感染者が移動してきたというような発言も

あったというふうに記録が残っております。

そして、当市の対応でございますが、現

在、市のホームページ、マックテレビ、広報

みさわなどを活用して、差別や偏見を防止す

る旨のお知らせを掲載する準備を進めている

ところであります。これらは、三沢市からの

公式な情報発信となりますので、市民の方に

は強くお願いをしたいと、このように考えて

おります。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員、残り２

０秒です。

○８番（奥本菜保巳君） 諦めます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 以上で、奥本菜保

巳議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（瀬崎雅弘君） 本日の日程は、以

上で終了いたしました。

なお、明日も引き続き、市政に対する一般

質問を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

御苦労さまでした。

午後 ２時４３分 散会


